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はじめに 

 
平成 28 年、児童福祉法は、子どもの権利主体性を明記した抜本的な改正を行った。そし

て、子どもとその家庭及び妊産婦等を継続的に支援していくために、市区町村が「拠点」の
整備を行うべきことを規定した（法 10 条の２）。 

この改正に伴い設置された、「市区町村の支援業務のあり方に関する検討ワーキンググル
ープ」での議論を基に、「市区町村子ども家庭総合支援拠点設置運営要綱」、「市町村子ども
家庭支援指針」（ガイドライン）が策定され、自治体には、これまで以上に、専門的な相談
対応・必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務までを行う機能が求められ、
総合的な支援拠点の設置運営が求められることとなった。 

今回鈴木秀洋研究室では、厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業(平成 29 年
度)「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた支援手法に関する調査」の研究
受託を受け、①全国の自治体へのアンケート調査、②全国の拠点設置自治体（一部予定）へ
のヒアリングを行うことで、拠点設置の課題を抽出するとともに、今後の設置促進に向け、
先行・先進自治体の紹介や具体的手法の提示を行うこととした。 

加えて、③先行して支援拠点設置に取り組んできた自治体担当者らとのヒアリング、説明
会、講演会の機会を通して、支援拠点の運営支援を行うことができる者の養成にも取り組ん
できた。この報告書ではその報告を行う。 
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アンケート・ヒアリング調査を踏まえた 
支援拠点開設課題と有効な支援 
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第一章 アンケート・ヒアリング調査を踏まえた支援拠点開設課題と有効な支援 

 本章では、後述するアンケート・ヒアリング調査課題を抽出するとともに、今後の有効な
支援手法についての提言をまとめて行う。 
 アンケート及びヒアリングを通じて多くの自治体が直面する課題として主なものは６つ
にまとめられる。その課題を分析するとともに、児童福祉法の改正趣旨を踏まえ、かつ、先
行自治体の例を参考に、その 6 つの課題に対応して報告を行う。 
 
１．課題の抽出（主に 6 点） 
 (１)拠点概念のわかりづらさ 

主に子育て世代包括支援センター（以下「包括支援センター」という。）との関係、
同一担当機関でない場合の「連携」の具体についての不明確さなどがあげられる。 

(ア)国（厚労省）作成のイメージ図に関して 

 
(イ)上記関係性について 

現在、国（厚労省）は、上記の図をイメージ図として使用し、市区町村子ども家
庭総合支援拠点の説明を行っている。 

   確かに、この図は、一見すると、子育て世代包括支援センター（母子健康包括支
援センター）や要保護児童対策地域協議会（以下「要対協」という。）及び要保護児
童対策調整機関との関係含む。））との関係がわかりやすく示されている。 
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しかし、具体的な業務を想定すると、自治体現場の職員からは、それぞれの関係
がわかりにくいとの声が多くあげられる。 

要綱及びガイドラインによれば、原則として、子育て世代包括支援センター（母
子健康包括支援センター）と市区町村子ども家庭総合支援拠点とは同一の主担当機
関が 2 つの機能を担い一体的に支援を実施することとなっている。 

確かに、行政の縦割りにより子どもの命が奪われた数々の事案に鑑みるのであれ
ば、隙間を生じさせることのない一体化が要請される。 

しかし、このモデル提示に対しては、一体化は難しいとの意見や一体化と評価で
きるのは具体的にどういう場合であるのか具体的基準の提示が必要であるとの意見
があげられる。 

そもそも、ポピュレーションアプローチを強調する立場からすれば、水色の部分
（子育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター））と、緑色の部分（市
区町村子ども家庭総合支援拠点）は、実際は同一円の中に含まれ、同じ色で示され
るべきものではないのか（包括支援センター≒支援拠点であり、どこに違いがある
のか説明できない）との疑問が提示される。一方、児童相談所的な虐待対応機能を
重視する立場からすれば、児童相談所寄りに広がる緑の部分を強調することになり、
自治体の捉え方に統一感がない。それゆえ一義的なイメージがわかないとの問題提
起が多くなされている。 

 
  (２)人員配置基準の困難さ（専門職種確保の難しさ、「常時」要件） 
   (ア)雇児発 0331 第 49 号平成 29 年 3 月 31 日付「市区町村子ども家庭総合支援拠点

の設置運営について」による「「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱」
「6．職員配置等」「（3）配置人員等」によれば、小規模型（Ａ・B・C）、中規模型、
大規模型という類型ごとに、主な職員の最低配置人員が示されている。 

     この点、多くの自治体（特に小規模自治体）からは専門職特に保育士、保健師等
の確保が難しく設置の人員配置基準を満たせないとの声があげられている。 

   (イ)また、人員配置基準で示されている「常時」要件については、これまで自治体で
人員配置の際に使っていた正規・常勤と非正規・非常勤という概念と異なり混乱し
ているとの声、常時要件の解釈が不明確であるとの声、住民サービス向上の観点か
ら開設時間を長くすればするほど、「常時」要件を満たすのが困難となり矛盾であ
るとの声などが挙げられている。 

 
  (３)財政負担の困難さ（１／2 運営補助について（自治体内の政策の優先順位との関係）） 
     今回の国が設定した補助金は、運営に関する部分のみで、かつ、1／２にすぎな

い。従前は主に都道府県が担っていた業務が近年では市区町村の業務とされるも
のが増加している状況にある中、また行政改革による人員抑制と歳出の切り詰め
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は自治体の毎年の課題であり、かかる状況下で、自前の財源の１／２の持ち出しを
行い、子ども部門の支援拠点整備に重点的に予算をつぎ込むことは、自治体のトッ
プが子育てにかかる予算を第一優先にするというような姿勢を明確にしない限り
は難しいとの声は少なくない。自前の予算の負担軽減（国等の補助率の割合増加）
がないと支援拠点設置は広がらないとの指摘である。 

自治体内の有限な財政資源の中で、子育て支援施策は常に第一優先順位とはな
らず、高齢化率の高い自治体においては、子育て施策の充実は劣後に置かれている
自治体もあるのであり、そのような状況下の自治体においては、支援拠点整備のた
めに自治体内で高齢福祉その他の部門の予算に先んじて優先的配分を受けること
は難しいとの声がある。 

 
  (４)法的義務性の明文なし（努力義務） 
     今回の児童福祉法の改正では、明文で「拠点」が明確に位置付けられた面は大き

いが、基礎自治体の努力義務として規定されており、義務拘束性がない。 
設置に踏み出さない自治体からは、この努力義務である点がネックであるとの

声を多く聞いた。それゆえ、自治体の中の他の施策展開との優先関係において、優
先順位が落ちる原因となっているとのことである。自治体内の予算獲得という点
でも、上記で記述したように努力義務であることから、新たな予算を要望しても財
政当局から切られてしまったとの声が複数挙げられた。 

 
  (５)都道府県の役割が明示されていないこと 

     今回の法改正では、「市区町村」が設置主体として明記されており、都道府県の役
割については明記されていない。それゆえ、アンケートやヒアリングを通じて、都
道府県としては、関与できない、すべきでないとの話を聞くことが何度かあった。 

そのように考える都道府県からすれば、今回の児童福祉法の支援拠点の根拠規定
に都道府県の役割を明記すべきでなかったのかとの意見もあげられた。 

 
(６)自治体の規模によるモデル・先進事例のなさ 

     要綱やガイドラインだけでは（特にガイドラインについては詳細な内容が盛り
込まれておりその点では非常に有用であるが）、どのような自治体が支援拠点を設
置したといえるのか、自分たちの状態を客観視できる具体的物差しがない。 

     自治体の規模によって、直面している課題には大きな違いが感じられた。 
例えば、大規模自治体では、サービスをきめ細やかに分化してきた経緯がある。

そのため、組織構築としては、組織の分化が顕著である。今回の支援拠点設置では、
一体化、連携化が強調されており、その点では大規模自治体が頻繁に指摘される縦
割りの弊害除去という課題への取組みが法改正で求められていることについては
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認識しているが、しかし、ではどの程度の一体化が可能であるのか、又は好ましい
のか。母子保健部門、子ども部門、教育部門をすべて同じ組織とすれば良いわけで
ないことは明らかである。例えば上記 3 つの部門の関係のみで考えたとしても、ど
こか 2 つの部門を一体化することで残りの部門との隙間が生じる危険は残されて
いるのである。 

一方で小規模自治体においてはそもそも一体化、連携化が提示されても、もとも
と全件ケース把握しているとの声やそもそも一人で高齢者担当であり、障害福祉
担当でもあり、子ども担当でもあるという職員からは自分たちが最先端であるか
のような不思議な改正であるとの声も聞かれた。 

     こういった声があげられ、ヒアリングでは異口同音、自分達の体制は全国的に見
るとどういうレベルなのか、他の自治体がどのような取り組みを行っているのか
知りたい、教えてほしい、自分達の規模にあった具体的なイメージをつかみたい、
などの声が挙げられた。 

先行・先進事例などの紹介を切に求める声は、アンケート集計時の電話でのやり
取りや現地でのヒアリング調査時にすべての自治体から挙げられた質問であり、
要望であった。 

 
 
 ２．今後の展望（有効な支援手法） 

(１)拠点概念を自治体の規模ごとに明確にする 
(ア)総論 

  支援拠点について、要綱は、「コミュニティを基盤にしたソーシャルワーク」の「機
能」を担うと定めており、法的に定義付けるのであれば、要綱「4．業務内容」で提示
する（1）子ども家庭支援全般に係る業務、（2）要支援児童及び要保護児童等並びに
特定妊婦等への支援業務、（3）関係機関との連絡調整、（4）その他の必要な支援、こ
うした機能要件を課している。 

こうした機能は、子育て世代包括支援センターが求める機能と重なりはするが、全
く同一円にはならない。そして、この支援拠点機能を担うための組織を実際にどのよ
うに構築するのか（さらにその先の論点として、その機能のレベルの設定・評価、例
えば、相談対応に当たっては、「適切に相談者のニーズを把握し、それに応じたカウ
ンセリング等の支援を行う」ことが出来ているかをどう判断するのか、アンテナが高
く張り巡らせている担当部署（担当者）からすれば、厳しい評価を行うことがあり、
一方そのようなアンテナを立てていない担当部署（担当者）からすれば、支援は十分
できているとの判断評価を行うこともある。）については、例えば、自治体の子育て
支援のメニューの充実度、地域資源の多寡・多様性、虐待件数の多寡、自治体の組織
構成、その組織構成内での相談を担う職員の力量や経験値の程度等によって、それぞ
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また、組織間で、窓口同士が物理的に離れているところは、その距離をソフト面で 
どのように縮める工夫がされているのか。 

例えば、保健部門と子ども部門との物理的距離は離れているが、保健部門の健診時に、
子ども部門の担当職員もその会場に出向き、子育てに関する情報提供をするとともに、
その場で情報も得る（保護者と繋がる）ことを行い、具体的なアウトリーチ連携を行っ
ている山口市の例や保健部門が使っているリスクアセスメントシートを子ども部門の
保育園でも使用して同じ判断レベルで間口の危険をキャッチできる工夫をしている千
歳市の例なども、「連携」の具体例として参考になろう。 
(ウ)その他 

いくつか、支援拠点概念についてその他意見をあげておく。①イメージ図が一つでは
なく、規模別にいくつかの例示イメージ図が複数あるとよいとの意見があげられた。一
方で、②包括支援センターの事例集などを見たが、表面的にきれいにまとまっているが、
あれを見ても今回の支援拠点との関係はわからないとの意見が挙げられた。③その上
で、包括支援センターは母子保健の分野に限られるが、「拠点」は自治体の施策全体に
またがるので、自治体の施策全体の中での議論を重ねながらの制度設計が必要となっ
てくるので、抽象論でなく、自治体の仕事がわかり、支援拠点の説明が出来る人から説
明をしてほしいとの意見があげられた。 

 
(２)人員配置の 0 か 100 かでないグラデーション開設（専門職種の課題、常時要件） 
  (ア)総論 

  この点、厚労省が示している「自治体向けＦＡＱ」（平成 29 年 8 月 17 日付け）によ
れば、人員配置基準は補助金申請の要件であるとの説明がされている。すなわち、機能
設置したか否かについては、指針（ガイドライン）に書かれた機能を満たしていれば、
支援拠点開設設置要件は満たしており、補助金申請要件として人員配置基準があると
の説明である。 

   この説明に関しては、市区町村の支援業務のあり方に関する検討ＷＧではこの人員
配置は最低のラインであり、本来この人員配置基準は、もっと上げねばならない（人を
配置しなければならない）との意見も出ていたところである。 

しかし、この基準体制のみの提示では 0 か 100 かということになり、子どもの命を
守り子育てに関する環境整備を行うために、自治体の相談体制及びソーシャルワーク
の充実を進めるに当たっては、現状を一歩でも進めるステップバイステップの体制整
備を促進することが必要である。それにもかかわらず、この基準を補助金申請の絶対的
基準とすることについては、特に小規模自治体から、専門職の確保が難しい中で、自治
体のモチベーションをあげる工夫が必要であるとの声が多くあげられているところで
ある。 

「拠点」の機能を充たすために、その中心に専門職は必要である。しかし、補助金要
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件としては、グラデーション的な制度運用基準を示せないだろうか。その点の提言を行
いたい。例えば、設置完成年度を示し、子ども家庭支援員、心理担当支援員、虐待対応
専門員などの人員配置を行う場合に、準備期間においても段階的補助金支給ができる
ことや、2 名配置が要件である場合に 1 名ごとでも割合的な補助金支給ができるよう
な、自治体の拠点作りを段階的にサポートできるような補助金支給基準のメニューを
追加するなどすることで、支援拠点設置が広がっていくのではないか。多くの自治体担
当者とのヒアリングや電話でのアンケート後のやり取りを通じた感想として提言を行
っておく。 

常時要件についてもしかりである。常時要件の基準を明確にしてほしいという意見
が多くあげられていたが、常時要件を厳格にすることはサービス提供を受ける住民側
からすれば当然であるといえよう。一方で、現状より支援拠点設置に向けた体制作りを
一歩ずつでも進めたいという自治体側からはこの常時要件を厳格に判断することによ
って、支援拠点設置が困難となっているとの声が多く聞かれた。この要件についても、
段階的に設置が進むような工夫が必要であろう。 

なお、現状の自治体からの質問等に対しては、常時要件についての更なる詳細な「自
治体向けＦＡＱ」への基準の記載が必要となろう。 
(イ)具体例 

専門職の獲得が難しいことを前提に、工夫している自治体の例としては、①事務職
等に対して、保育士資格取得を勧奨（補助）する自治体、②都道府県による積極的な
児童福祉司任用前研修等の実施、③要綱に定められている「子ども家庭支援員」「虐待
対応専門員」の資格等該当者を人事課が抽出して、支援拠点となる子ども部門に異動
させる（教員資格者異動配置、保健師、看護師、保育士その他資格者）ことなどの要
件充足の工夫を行っている例があった。山口市や豊橋市の例（①）、石川県や東京都の
例（②）、南房総市、船橋市、大村市の例（③）などが参考になろう。 
 

(３)自治体財政支出の必要性 
  (ア)総論 

今回の「拠点」設置は、児童福祉法の理念・立ち位置からの大改正といえ、この法改
正の趣旨・流れを踏まえるのであれば、より支援体制を充実させることが求められてい
る。 

そして、現状、妊産婦からの切れ目ない支援ができているか、虐待等の対応が十分で
きているのかという視点で自らの体制や運営を検証した場合に、ほとんどの自治体担
当者は、十分ではないという意識を持っているようである。 

こうした意識を前提にしたとしても、支援拠点設置のために、自前の負担が１／２で
子どもを守るための体制を充実させようと一歩踏み出すのか、自前の負担が１／２も
あるので設置に向かえないと考えるのか、自治体の子ども施策への向き合い方（優先度）
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が表れる。 
(イ)設置自治体の例 
設置に踏み出せない自治体からは、財政当局からの理解が得られないとの意見が数多

くあげられたが、一方で、設置自治体からは、法改正という大きな流れの中で、又は現状
の地域の実状（相談や虐待対応等）状況を鑑みれば、人員体制をより充実させて、子ども
に係る相談やソーシャルワーク対応を図る必要があり、かかる状況を財政当局に説明す
ることで、自治体内の支出予算は確保できたとの説明があった（枚方市、豊橋市その他自
治体）。きちんと人を配置してその分の補助金を得て体制を充実させる必要性を財政当局
に説明し、予算を確保することも、拠点担当部署（子ども所管部署）の仕事であろう。 

 
(４)法的根拠が明示されたことを重視した対応を 

この点、法的義務付けに関しては、平成 12 年の地方分権一括法以降、国と自治体との
関係は垂直関係ではなく水平関係であり、国から自治体へは指揮命令を発するのではな
く、技術的助言ができるにすぎないと基本的に理解されている。 

そう考えると、自治体に支援拠点設置を義務付けること（拘束）には消極的にならざる
を得ないとの説明がされる。 

また、努力義務という法形式をとったのは、現状直ちに法違反となる自治体を生じさせ
ないための一つの法テクニックであるとの説明がされることもある。 

しかし、努力義務といっても、法的に支援拠点を明確に位置付けたことには変わりは
ないのであり、その意味で、今回の児童福祉法の改正趣旨を踏まえ、市区町村には、支
援拠点設置が法的根拠をもって要請されている（法１０条の２）ことからすれば、努力
義務であることを強調し、支援拠点設置をやらなくてよいと考えること自体が法の趣旨
を理解していない対応といえよう。 

設置自治体からは、支援拠点が法的根拠をもって示されたことを重視しているとの見
解や法的義務付けは遅すぎたぐらいであり基礎自治体がもともと支援拠点機能は果たし
てきていること、当然要綱やガイドラインに記載されている機能（役割）は基礎自治体
が果たすのは当然であるとの意見が聞かれた（子どもの権利条例を制定している宗像市
など参考。また地域モデルを強調する南房総市の取組み参考）。 

なお、要対協の設置についても法的には努力義務の形式をとっているが、現在ではほ
とんどの自治体で設置されている状況にあり、この取組促進例は参考になろう。 

 
(５)都道府県との関係性 

上記(4)とも関連しているが、都道府県と市区町村の関係について考えると、確かに
今回の支援拠点の設置主体は市区町村とされている。 

しかし、都道府県が市区町村の支援拠点設置について積極的に支援できないとの見
解は、地方自治法に規定される都道府県の役割、また児童福祉法に規定される都道府県
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の役割からすれば、誤った理解である。広域行政が果たす役割として市区町村支援は本
来的責務といえるのである。 

また、児童相談所と市区町村のケース対応における助言、指導委託、送致等の現実の
連携対応場面を考えた場合に、支援拠点設置が進んでいくことは、児童相談所が有する
介入権限を迅速かつ適切に行使をすること、一方、市区町村が地域でのネットワークと
いう強みによる在宅支援を強化することを後押しすることになるのであり、積極的な
支援拠点設置支援は児童相談所にとってもプラスになる施策なのである。 

   都道府県による支援の具体例として、いくつかあげる。 
   例えば、①山口県は支援拠点設置促進のために全体説明会を開き、県・児童相談所と

市町対応の具体的役割分担を再構築しようとしている（例えば泣き声通報をどういう
手順で進めていくべきか、ＤⅤ案件はどう処理すべきか等）。そうした具体的取り決め
と並行して市町の支援拠点設置の予定年度・ロードマップ提示を働きかけて相互に把
握し合っている。②また、岡山県は、設置促進の働きかけを県内の自治体規模に応じて
丁寧に行っている。支援拠点としての機能設置のための具体的要件を市町村と共有し
ようとしており、また、県の担当者が経験豊富な保健師で個別具体の拠点の個別業務を
詳細に把握しているため支援も具体的になっている。県から市へのアウトリーチも精
力的に行っている。③都道府県の支援のあり方は経済的支援に限らない。北海道では、
支援拠点設置のために道庁と児童相談所が連携してそれぞれの得意分野での役割分担
をして支援を行っている。具体的には道庁で市町村の支援拠点設置促進のための要綱
づくりなどの法的バックアップを行うなどしている。④東京都や大阪府は国の拠点設
置の補助金のあり方に関して、従前から独自の補助金を設定して市区町村支援を行っ
てきている（大阪府の全体説明会もかなり議論を重ねながら丁寧なやり取りをしてい
るようである）。⑤福島県では拠点についての単なる説明会の開催ではなく、ワークシ
ョップ形式を取り入れ、市町が支援拠点設置を行う場合の課題に関して自治体同士で
議論して理解を深めていく方式をとっている。 

支援拠点設置が進むには、市区町村だけの努力では難しく、都道府県のバックアップ
が不可欠である。支援の形は一つではない。上記の具体例を参考にしてほしい。 

なお、長崎県では、多くの島を抱え、移動等に時間がかかり、児童相談所が迅速に現
場に行けない場合の対応として、島に児童相談所職員を兼務という形で置くなどの工
夫をしている。こうした地域で総合的な相談・ケースワーク対応ができる支援拠点設置
が進んでいくことの重要性を感じた。 

 
(６)先行・先進自治体の紹介 

果たして、支援拠点を設置したと宣言している自治体はどのような体制をとってい
るのかハード面及びソフト面の実態を知りたいとの問い合わせを多くもらった。 

要綱や指針が定める支援拠点の機能を充たすとは具体的にはどういう状態のことを
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いうのか、それなりの体制を構築してきたがまだ不十分であるように思うが実際のと
ころ全国的な視点で見るとどんなレベルなのか、日々の相談業務や様々な関係機関を
繋ぎながら悩みながら子育ての相談や虐待対応を行っている中で、設置したとは言え
ないと 考えて宣言していない、補助金申請をしていない自治体もまだ多いように感
じた。 

その意味で、他の自治体（特に近隣であったり、同じ規模であったり）が設置したと
いう情報が手に入れば、大いに刺激になるようである。今回のアンケート及びヒアリン
グ調査結果が広く読まれることで、未だ支援拠点未設置の自治体に良い影響を与える
ことになろう。 

今回、アンケートとともに、規模レベルが異なる数多くの自治体のヒアリングを行い、
現場の支援者、ネットワーク、ハード面等様々な声を拾ってきた。アンケート回答（第
３章）に加えて、現地調査ヒアリング項目（第 2 章）を参照してほしい。 

是非宣伝してほしいという自治体がある一方で、先進でないので、悩み課題を抱えな
がらの現状を紹介したに過ぎないことを断り書きして掲載してほしいとの自治体もあ
った。法律に二文字「拠点」と書かれた意義は大きいはずであるが、それを広げていく
ことで、地域で安全安心な状況と程遠い状況下で苦しんでいる子どもやストレスを抱
えている養育者が相談でき、支えていける支援拠点を全国に広げていかねばならない。
支援拠点設置に踏み出す自治体が増えるための取組として、第 4 章につなぐ。 
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大阪府 ヒアリング調査報告 

（平成２９年度第２回市町村児童福祉主管課長及び母子保健主管課長会議報告） 
 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 8 日 
 
１．大阪府内児童相談所設置場所一覧 

 

↑（図）大阪府が設置する児童相談所（①～⑥） 

② 

① ③ 

④ 

⑤ 
⑥ 

○ 

○ 
堺市 

子ども相談所 

大阪市南部 

こども相談センター 

○ 

大阪市 

こども相談センター 
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 ①中央子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 39 人、児童心理司 11 人 
  ・管轄市町村 守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、四條畷市、交野市 
  ・管内児童人口 176,746 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ②池田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 18 人、児童心理司 5 人 
  ・管轄市町村 豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町 
  ・管内児童人口 104,076 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ③吹田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 23 人、児童心理司 7 人 
  ・管轄市町村 吹田市、高槻市、茨木市、摂津市、島本町 
  ・管内児童人口 188,225 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ④東大阪子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 27 人、児童心理司 9 人 
  ・管轄市町村 八尾市、柏原市、東大阪市 
  ・管内児童人口 127,752 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ⑤富田林子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 19 人、児童心理司 6 人 
  ・管轄市町村 富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太

子町、河南町、千早赤阪村 
  ・管内児童人口 93,109 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 ⑥岸和田子ども家庭センター 
  ・相談体制 児童福祉司 23 人、児童心理司 9 人 
  ・管轄市町村 岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉南市、阪

南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町 
  ・管内児童人口 158,986 人（平成 29 年 4 月 1 日時点） 
 
 
２．大阪府から市町村への支援拠点設置の働きかけ 
 （1）連絡調整 
  全体説明会で支援拠点についての説明を丁寧に行っている（当日の会議資料：資料８）。
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支援拠点は既存の機関・施設を活用することで設置できることを示した。また、例で市の

職員配置の考え方を示した上で、どのように補助金を利用できるかについても示してい

る。 
  これらは市町村が支援拠点を設置しやすくするための大阪府による配慮と考えられる。 
 
 （2）研修の実施 
  要対協調整担当者の義務研修については、大阪府が実施。現在半数の市町村で研修受講

が終了している（当日の会議資料：資料９）。支援拠点の専門職研修ではないが、本研修

の受講で、支援拠点の専門職の資格を有することができる人もいるため、資格要件の確認

を促している。 
 
 （3）市町村からの問合せ対応 
  今後、個別の市町村ごとに相談に対応する。 
 
 （4）財政的支援 
  大阪府新子育て支援交付金（当日の会議資料：資料７－１及び資料７－２）により、市

町村の相談対応強化のために人件費、物品購入費を支援している。平成 30 年度より、大

阪府新子育て支援交付金は、子育て支援分野に係る他の交付金制度を統合する予定であ

る。これにより、市町村は補助制度を活用しやすくなると考えられる。 
  大阪府の補助金は、国の補助金と重複して受けることができない（大阪府新子育て支援

交付金交付要綱第５条第２項第１号）。また、国の補助金は支援拠点設置後にしか利用で

きない。そのため、支援拠点設置前は大阪府補助金を受け、設置後は国補助金に切り替え

る対応が効果的である。 
 
 
３．支援拠点設置市町村 
  府内では枚方市、能勢市である。枚方市は国補助金を申請済みである。 
 
 
４．支援拠点整備の阻害要因 
 平成 29 年 9 月に大阪府が市町村に対して実施したアンケート調査によると、阻害要因は

以下のとおりである。 
 （1）支援拠点の人員不足 
  支援拠点に配置する人員数の確保や、虐待対応専門員を上乗せ配置する場合に必要な

人員の確保が困難である。また、資格要件を満たす人員の確保が困難である。 
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 （2）情報の不足 
  市町村は、既に支援拠点の機能に相当する業務を行っている。そのため、支援拠点をあ

えて設置する利点が分かりにくい。支援拠点設置が努力義務であることもインセンティ

ブを高めにくい要因である。 
 
 （3）財源の不足 
  人件費、面接室等の整備に係る財源確保が困難である。 
 
 
５．今後有効と考えられる手法 
 上記①については、専門職の資格取得のための研修や、市町村の状況を把握した上で人材

確保のための支援を行うことが有効であると考えられる。また、職員配置基準の緩和や経過

措置の活用が求められる。 
 上記②については、設置運営要綱に記載されていない内容が多く、支援拠点に関する説明

が不十分であるため、市町村の理解が進みにくいことがあると考えられる。支援拠点に関す

る説明の充実が求められる。 
 上記③については、最低配置人員を整えた上でしか国庫補助の対象にならないため、支援

拠点整備段階で財政的支援がないことが大きな課題であった。平成３０年度より準備段階

に活用できる大阪府の補助金が創設され、市町村が積極的に活用することができれば、少し

解消されると思われる。 
 
 
 
（図）Map Fan より引用 https://mapfan.com/pref/27（閲覧日：2018 年 3 月 18 日） 

 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 
保志幸子 
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山口県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年２月 9 日 
 

１．山口県の支援拠点に係る状況                     

 中央 岩国 周南 宇部 下関 萩 合計 

管内人口(人) 339,523 224,104 252,023 232,100 268,517 88,462 1,404,729 

うち管内児童人口(人) 53,814 31,810 39,515 35,332 38,319 10,917 209,707 

管内市町数(市町) 3市 
2市 5

町 
3市 2市 

1市 

(中核

市) 

2市 1

町 

13市 6町 

(うち中核市

1) 

相談受付件数(件) 1,026 728 924 868 756 368 4,670 

虐待通告件数(件) 264 183 197 231 199 41 1,115 

うち虐待相談対応件数

(件) 
167 78 112 73 92 29 551 

職員数(人) 27 11 12 11 13 7 81 

うち児童福祉司(人) 9 6 6 5 7 3 36 

うち児童心理司(人) 5 2 3 3 3 2 18 

※1 ｢管内人口｣､｢うち管内児童人口｣は平成 27年 10月 1日現在。 

※2 ｢相談受付件数｣､｢虐待通告件数｣､｢うち虐待相談対応件数｣は、平成 28年度実績。 

※3 ｢職員数｣､｢うち児童福祉司数｣､｢うち児童心理司数｣は、平成 29年 4月 1日現在。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

岩国児童相談所 

萩児童相談所 

下関児童相談所 

中央児童相談所 

(一時保護所) 宇部児童相談所 

周南児童相談所 



192 
 

２．体制整備に向けた基本的考え方 

○平成 28 年の児童福祉法改正により、市町村は子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談全

般から、継続的なソーシャルワーク業務までを行うこととされた。 

○それぞれの地域で、全ての子どもとその保護者に寄り添った支援を行うことは、生活保護制度

や DV被害者支援の制度等、様々な支援メニューを有する市町村が得意とするところであり、市

町村の対応力強化により、児童虐待の発生件数の減少も期待できる。 

○元々、平成 16年の児童福祉法改正により、市町村は｢一義的な児童家庭相談｣を受ける役割があ

るとされていたが、山口県では、児童相談所が中心となった体制から大きな変化はなかった。 

○このため、今回の児童福祉法改正を、児童相談所と市町の役割分担を整理する最後の機会と捉

え、市町子ども家庭支援体制の整備を行っていくこととした。 

 

 

３．山口県が目指す体制整備 

○平成３２年度中に、県内全市町で、子ども家庭支援体制の整備完了を目標 

＜山口県における市町子ども家庭支援体制とは＞ 

・子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、相談全般から訪問等による継続的なソーシャル

ワーク業務までを行う機能を担う支援拠点 (*)を整備する。 

・子育て世代包括支援センターとの一体設置を目指す。 

＊｢市町村子ども家庭支援指針｣(ガイドライン)に定める市町の子ども家庭支援業務を担う

機能を有するもの。 

＊｢市区町村子ども家庭総合支援拠点｣設置運営要綱に定める職員配置基準や標準設備の配

置まで求めるものではないもの。 

○目標達成のための具体的な取組み(平成 30年度から実施) 

（1）児童相談所による市町に対する支援 

ア 児童相談所の援助方針会議への市町職員の出席 

児童相談所の定例援助方針会議に、市町職員の出席を求め、児童相談所の情報収集や分析

の方法、支援計画の立て方、ケースアセスメントの方法等を習得。 

イ 児童相談所職員が市町を巡回し、市町業務のスーパーバイズを実施 

市町では心理専門職員の確保が困難であることなどから、児童心理司を含めた児童相談所

職員が市町に出向き、市町の相談対応業務等に対するスーパーバイズを実施。 

 なお、市町に出向くことにより、市町の関係職員(生活保護担当、DV被害者支援担当、教育
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委員会職員等)に対するスーパーバイズも可能。 

 

（2）児童相談所から市町への事案の送致 

ア 泣き声通告 

 児童虐待通告のうち、軽微な内容のものが比較的多い泣き声通告を児童相談所が受理した

場合、市町に送致し、安全確認から市町で対応してもらう。 

 市町には管内児童のあらゆる情報が揃っており、各担当が連携することで、正確な状態把

握が可能となる。(児童相談所の場合、基礎データは持っていないため、調査診断に時間がか

かる) 

イ 警察からの面前 DVによる心理的虐待通告 

 面前 DVによる心理的虐待の通告の殆どは、警察官による安全確認が行われているため、市

町に送致した上で対応を行う。 

 面前 DVケースの中には、子どもと共に保護者の保護も必要な事例もあり、こうした場合に

は、市町での対応が効果的となる。 

 

 

４．体制整備に向けての課題                                   

○子ども家庭支援体制の具体的なイメージの共有 

＜内容＞ 

市町子ども家庭支援体制に関する整備後のイメージが、市町間、市町内の部局間、市町と児

童相談所間で必ずしも統一されていない。 

＜問題点＞ 

｢子どもとその家庭及び妊産婦等を対象にした相談全般等を担う｣という機能が共有されてい

ないと、組織間の連携や役割分担に齟齬が生じ、必要な支援が受けられないケースが発生する

恐れがある。 

＜対策＞ 

児童相談所と市町の協議を今後も継続する中で、子ども家庭支援体制の具体的なイメージを

共有していき、役割分担の内容や、整備目標時期を確定する必要がある。 

 

 

 

 

 

 



194 
 

５．体制整備に向けたスケジュール                                       
 

年度 対象 内     容 

平成 28年度 

 

 

県・市町 

 

○山口県要保護児童対策地域協議会第１回市町部会（8/26） 

 行政説明市町に関連する児童福祉法等の改正（県こども家庭課職員） 

県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第２回市町部会（1/23） 

 講義要保護児童等の支援に係る今後の市町の役割（川﨑二三彦 子どもの虹情

報研修センター長） 

平成 29年度 県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第１回市町部会（7/12） 

 行政説明市町子ども家庭支援体制整備に関する訪問調査（県こども家庭課職

員） 

 講義児童福祉法の改正に伴う今後の子ども家庭支援（百瀬秀 厚生労働省 

子ども家庭局家庭福祉課虐待防止対策推進室長補佐） 

県・市町 ○市町子ども家庭支援体制整備訪問調査（7/13～9/5） 

 内容子ども家庭支援の現行体制 

    子ども家庭総合支援拠点の整備計画 

    子ども家庭支援に対する拠点の設置や体制充実のための課題 等 

 県  こども家庭課長、児童相談所長ほか 

 市町子ども家庭福祉主管課長ほか 

県・市町 

 

○市町母子保健及び児童福祉主管課長会議（10/20） 

 基調講演夢をつむぐ子育て支援（吉田学 厚生労働省子ども家庭局長） 

行政説明市町子ども家庭支援体制整備（県こども家庭課職員） 

行政説明子育て世代包括支援センターの設置と機能強化（県こども政策課職

員） 

県・市町 ○児童相談所と市町による役割分担協議（市町体制整備完了まで継続） 

・協議は児童相談所と市町各々で実施  

・市町の体制整備状況等の情報提供（県こども家庭課） 

県・市町 ○山口県要保護児童対策地域協議会第２回市町部会（2/8） 

 行政説明市町と児童相談所の役割分担協議状況（県こども家庭課職員） 

 報告全国の子ども家庭支援体制整備の状況（鈴木秀洋 日本大学危機管理学部

准教授） 

県･市町 ○市町健康福祉主管部局長等会議（2/23） 

 県こども・子育て応援局長から、｢市町における子ども・子育て支援体制の整

備について｣の説明を行い、取組みの促進を依頼 

平成 30年度 市町 ○体制整備（初年度） 

県・市町 ○児童相談所から市町への事案送致開始（4月） 

・泣き声通告 

・警察から児童相談所への面前ＤＶ通告（児童相談所による措置が不要な事例

のみ） 
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 県・市町 

 

○児童相談所の市町に対する支援（市町体制整備完了まで継続） 

 ・児童相談所の援助方針会議等の出席による市町のスキルアップを支援 

 ・市町を巡回し、市町の業務のスーパーバイズを実施 

・その他必要に応じて連携・支援を実施 

平成 31年度 市町 ○体制整備（2年度目） 

県 ○児童相談所専門職員（児童福祉司、児童心理司）の増員完了 

平成 32年度 市町 ○体制整備（最終年度） 

平成 33年度 県・市

町 

○平成 28年改正児童福祉法に規定する業務を完全実施（4 月） 

 
上記１～５は「市町子ども家庭支援体制整備に向けた山口県の取り組み」（山口県健康福祉部 

こども・子育て応援局 こども家庭課が作成）より引用 

 
 

６．平成 29年度第 2回山口県要保護児童対策地域協議会・市町部会 報告                                   
 
(1)日時 

 平成 30 年 2月 8日（木）13 時 30分～15時 30分 

 

(2)説明会の内容 

 ア 虐待による児童の死亡事例の報告について 

 イ 市町子ども家庭支援体制整備に関する市町と児童相談所の役割分担協議状況について 

 ウ 報告「全国の子ども家庭支援体制整備の状況について」 

   日本大学危機管理学部准教授 鈴木秀洋 

 

（3）虐待による児童の死亡事例の報告 

 平成 28 年度、平成 29 年度に虐待による児童の死亡事例があった市の代表者が報告を行った。報

告内容としては、児童虐待死亡事例の概要、事例の問題点、再発防止に向けた対策や今後の取り組

みについてである。 

 

(4)  市町子ども家庭支援体制整備に関する市町と児童相談所の役割分担協議状況 

 ア 市町と児童相談所の協議・子ども家庭支援体制整備に向けたスケジュールの設定 

山口県では、県が主導して各市町に対して、子ども家庭支援体制整備完了目標時期を提示を

求めている。この会では、各市町の整備完了の予定年月が報告された。ただし、未定の自治体も

存在する。 

また、「市町子ども家庭支援整備に関するヒアリング」(H29.7～8時点)との比較を行い、変更

の有無を提示している。多くの自治体が未定・未検討から整備完了目標時期設定済へと変わっ
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ている。 

   平成３２年度中に、県内全市町で、子ども家庭支援体制の整備完了を目標とし、各児童相談

所とその管轄する市町とが 1～2回協議を行っている。 

 

 イ 児童相談所の援助方針会議等への市町職員の出席 

  児童相談所の定例援助方針会議への市町職員の出席の、実施時期、頻度、方法について報告が

あった。 

  実施時期については、実施中の自治体が半数程度であり、その他の自治体は平成 30年度からの

実施を予定しているものが多い。 

 

 ウ 児童相談所職員による市町業務のスーパーバイズ 

  児童心理司を含めた児童相談所職員が市町に出向きスーパーバイズを実施。その実施開始時期、

頻度、方法、内容についての報告が行われた。 

  平成 30年 4月より実施する自治体が多いが、すでに開始済の自治体もある。定期的ではなく随

時実施され、方法としては巡回と会議等の利用がある。 

 

 エ 泣き声通告の市町送致・警察からの面前 DV通告の市町送致 

  実施開始時期、通告件数（世帯数・人数）、内容についての報告。 

  泣き声通告・DV 通告ともに、なるべく市町が対応するという方針で確認を行っていた。ケース

によっては児童相談所が対応を行う。 

  県（児相）と市町の役割分担をこの支援拠点整備を契機に図ろうとしていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 山口県庁周辺（模型）→ 

←山口県庁 
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７ 全体を通じての感想                                   

 広域行政として、県が、設置年度の把握をしようとし、かつ、基礎自治体の支援拠点と児童相

談所の役割分担を具体的に提示し、話し合おうとする取り組みは、広域行政の支援拠点整備のバ

ックアップ手法として、他の自治体に非常に参考になる取組である。担当者が精力的に県下の市

区町村へアウトリーチしていることも市町との連携・信頼関係のもとになっている印象を受けた。 

 

 

 

ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 

井上玲亜 

木森麻紀 

黒田佳祐       
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岡山県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 2 月 2 日 
 
１．岡山県行政区域と児相相談所の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                    （図１） 
 岡山県内には 27市町村がある。 

 県内には 4か所の児童相談所があり、県行政区域（旧岡山県の国ごとに分かれて行政区域

がある）ごとに、備前圏域（岡山市を除く）は中央児童相談所、備中圏域は倉敷児童相談所、

美作圏域は津山児童相談所が所管している。これに加えて、岡山市に児童相談所がある。 

 
 
 

岡山県庁舎 → 
 
 
 
 

美作圏域 

備中圏域 

備前圏域 
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２．これまで行ってきた具体的支援拠点推進への働きかけ 
（１）説明会 

 平成 29 年 11 月に厚労省子ども家庭局の支援拠点の担当者を講師として招き、広く市町

村の業務や体制整備に関する、児童福祉法の改正について話をしてもらう中で支援拠点の

必要性や整備について具体的な話をしてもらった。県下全域の 27市町村から参加し、課長

クラス・担当者等 79名の参加があった。県の機関からも、児童相談所と保健所、県民局健

康福祉課（福祉事務所）が参加している。この説明会の開催に先立って市町村の支援拠点設

置に対して、事前アンケートを行い、質問を受けつけた。この説明会の実施により、支援拠

点の必要性を上席者（課長・部長クラス）にも理解してもらい、自分の市町村で設置する時

の疑問等を尋ねることで課題や困難点が明確になり、支援拠点設置について考えていく動

機付けができた。 

 市町村の現状としては、地域の子どもを包括的に支援する子ども家庭総合支援拠点を子

育て世代包括支援センターと一体的に、設置することが望ましいとの理解はされているが

現行の体制を変更することには苦慮している面が伺える。 

なお、岡山県では県要保護児童対策地域協議会の他、３つの行政圏域（岡山市を除く）毎

に、市町村要保護児童対策地域協議会の調整担当者や構成委員等を対象に地域連絡会を行

っている。 

 

（２）人材育成 

 市町村の人材育成については、要保護児童対策調整機関調整担当者等の研修を行い、その

中で支援拠点の必要性について盛り込んでいる。 

 

（３）人的支援 

県においても、児童福祉職の人材確保が難しい中で、県から市町村に職員を派遣する等の

人的支援は難しい。 

現在、県が市町村に対して行っている人的支援としては、市町村から依頼があった場合、

県職員（県庁、児童相談所、県民局健康福祉課、保健所）が支援拠点設置に向けての説明や

研修に出向いて支援を行っている。 

なお、児童相談所の職員ＯＢが、非常勤職員として市町村の家庭児童相談室や家庭支援員

として、若干名が雇用されている。また、市町村要保護児童対策地域協議会のアドバイザー

として、児童相談所ＯＢの職員が参画している市町村がある。 

 

（４）人的交流等 

 以前から、県と市町村間で保健師の人事交流は行っている。現在は市町村からオファーが

あれば、断らずに受け入れて実施している。 

 現時点では児童福祉職の交流はなく、市町村からの人事交流を行う上で、児童福祉司の任
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用資格がなければ、人事交流を受けることが難しい（児童福祉司任用前研修を行っていない

から）ことから、要望があれば今後検討していく。 
 
 
３．支援拠点の促進阻害要因 
（１）補助金 

 支援拠点の設置については、市町村の努力義務となっており、県独自の補助金を捻出する

ことは難しい現状がある。 

 

（２）体制整備の困難性 

 県主催の３圏域での県要保護児童対策地域協議会連絡会で、市町村等に対して、子育て世

代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の設置と役割について話をした。 

その際に、「子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地

域協議会」「支援拠点と家庭相談室（福祉事務所）の重なりと違いがよく分からない。」等の

意見が多く聞かれた。国や県の説明としては、包括支援センターと支援拠点の役割は重なっ

ても良いし、子どもを守っていくために隙間（もれ）が無いように制度が構築され運用され

るのであればよいとの説明になる。しかし、人材を配置するにあたっては、設置目的や効果

が明確に説明できなければ、兼務や非常勤職員ばかりが増え、機能が十分に発揮できないと

いった問題点が残る。 

 支援拠点ではアウトリーチを行い、子どもの現状調査を行うとなると、兼務体制で対応で

きる業務内容とは考えにくい。相談や面接だけでも大変であり、時間も必要であることから

求められる業務内容を十分に果たせるかが疑問である。 

 

（３）専門性の確保 

 岡山県内の市町村は、専門性をどう確保するのかで悩んでいるところが多い。 

専門職を確保するにあたり、すでに在籍している保健師（母子保健）を活用していこうと

している地域と、家庭相談員（児童相談所 OBや教員免許所有者）などを活用していこうと

している地域が多いようである。 

しかし、支援拠点の制度設計を行う場合に、職員の質によって、市町村の機能にかなり差

異が生じるのではないかという問題がある。さらに、専門性は必要だが、マネジメントが重

要であり、子どもや市町村行政の全体状況を把握できる正規の職員が必要である。ただし、

今回の制度設計では、地方交付税措置での職員配置はあるものの、支援拠点の専任職員とし

ての正規職員の補助金が出ないという問題がある。 

 自治体によっては、これまで正規職員（行政職）で要保護児童対策地域協議会の運営をし

てきた人材が、資格を持っていないという一点で調整担当者になれないということになり、

その職員に今後どのような役割をしてもらうかが悩みであるとの相談もあった。 
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４．今後の促進策として有効と考えていること 
（１）法的支援 
 今後の課題として、支援拠点の設置目的や役割等を明確にするため、市町村向けに要綱案

の提示をしていきたい。 
 
（２）人的支援 
 現状では、岡山県では児童相談所の児童福祉司の採用が、全て専門職（有資格者）である

ため児童福祉司任用前研修を行う必要がない。ただし、今後、市町村から要望があれば児童

福祉司の任用前研修を行うことを検討する。 
 
（３）県での支援（説明会等） 
 県による市町村支援は本庁だけではなく、児童相談所や県民局（県内町村の福祉事務所）、

保健所等の多機関で連携しながら県としての支援を行っている。県関係機関間で連携し、体

制整備については、支援拠点の説明会や市町村の現状に応じた支援を行い、市町村の資質向

上については、ケース検討会等を通じて専門性の向上をサポートしていく。 
 
（４）今後の支援拠点に係る養成（研修・講演会等含む。）に関して 
 地方の都道府県では、支援拠点に関して具体的な説明ができる講師等を見つけ、説明会を

開催することが難しい。今後、支援拠点設置等を進める上で、国レベルでの研修会やブロッ

クでの県担当者説明会、都道府県へ説明に出向けるような取組（人材の出張依頼、派遣等）

を国へ希望する。 
 現在、県職員が市町村に支援拠点の説明を行っているが、説明していく際に、最新の正し

い情報を伝えているのか、情報に不足があるのではないかと不安に感じることが多い。国と

連携して説明会を行っていけるのであれば、市町村の理解もこれまで以上に進み、こどもの

ためにこの制度運営を担っていけるのではないかと考える。 
 
（５）説明資料 
 子ども家庭総合支援拠点の要綱と、ガイドラインとの間に位置づけられるようなマニュ

アル等があれば説明がしやすい。例えば、規模ごとに子育て世代包括支援センターと子ども

家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会、家庭相談室（福祉事務所）の連携の仕方や、

兼務の体制等のイメージ図などにより、それぞれの立場の者が自分の立ち位置を分かりや

すく、業務体制の在り方についてイメージできやすい資料を作成してもらいたい。 
 行政としては、補助金もなく人材確保が難しい現状において、現在所属している職員が兼

務をするだけでは、看板を掲げただけになってしまう。新しい支援拠点という体制を設置し

たというからには、予算を付けることや補助金を活用できる等の利点の説明が十分できな

ければ、市町村行政内部でも支援拠点の必要性や設置について納得してもらうことは難し
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い。 
 
（６）人材配置 
 子ども家庭総合支援拠点と名乗るためには、どの職種の人材をどれだけ付けなければな

らないかといたった義務を明記した方が分かりやすい。包括支援センターであれば、保健師

等を１名以上、利用者支援専門委員を１名以上（地域の実情に応じて）設置することとなっ

ており、財政部局にも説明しやすい。 
国としては、様々な自治体の規模があり、地域の人材不足を考慮し、支援拠点に必要な人

員配置の子ども家庭支援員の資格等の職種は幅（多職種）を設けており、兼務も可能と説明

しているが、幅の広さと要件を緩めることにより支援拠点に求められる専門性や、求めてい

るソーシャルワークの質を下げてしまう事が危惧される。また、求められるソーシャルワー

クを可能とするための人材育成にさらに力を要すると思われる。 
また、他の業務と兼務して子ども家庭総合支援拠点を設置するとすれば、他の補助金との

重複部分等も含めた精査が必要となり、市町村の手間はかなりのものとなると推察する。 
 
 
５．全体のまとめ・感想 
  岡山県の特徴は、県の担当者の理解の深さと市町村へのアウトリーチの丁寧さである。

現場の仕事を熟知しているので、市町村からの質問・疑問に対して具体的なアドバイスが

できる。県として支援拠点整備支援として、担当者の意欲とレベルの高さによって、こう

いった広域・後方支援が出来ているものと考える。 
  
 
（図１）Map Fan より引用 
    URL：https://mapfan.com/pref/33 （閲覧日：2018 年 2 月 5 日） 
 
 
 
 

ヒアリング調査報告 
鈴木秀洋 
荒井真子 
井上玲亜 
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↑（図）福岡県が設置する児童相談所 
 ①福岡児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 16人、児童心理司 6人 

  ・管轄市町村 筑紫野市、春日市、大野城市、太宰府市、糸島市、筑紫郡、糟屋郡（新

宮町を除く。） 

  ・管内児童人口 136,028人 

 

 ②久留米児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 16人、児童心理司 5人 

  ・管轄市町村 久留米市、朝倉市、八女市､筑後市、大川市、小郡市、うきは市、朝倉

郡、三井郡、三潴郡、八女郡 

  ・管内児童人口 108,879人 

 

 ③田川児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 15人、児童心理司 4人 

  ・管轄市町村 直方市、飯塚市、田川市、嘉麻市、鞍手郡小竹町、嘉穂郡、田川郡 

  ・管内児童人口 56,012人 

 

 ④大牟田児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 9人、児童心理司 3人 

  ・管轄市町村 大牟田市、柳川市、みやま市 

  ・管内児童人口 30,800人 

 

 ⑤宗像児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 11人、児童心理司 4人 

  ・管轄市町村 中間市、宗像市、古賀市、福津市、宮若市、糟屋郡新宮町、遠賀郡、鞍

手郡鞍手町 

  ・管内児童人口 71,990人 

 

 ⑥京築児童相談所 

  ・相談体制 児童福祉司 6人、児童心理司 3人 

  ・管轄市町村 行橋市、豊前市、京都郡、築上郡 

  ・管内児童人口 29,110人 
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２．市町村への働きかけ 
 （1）連絡調整 
  支援拠点に関する国からの連絡について、県内市町村へ随時通知している。 
 
 （2）研修の実施 
  要対協の専門職に対する義務研修は、平成 29 年 8 月～12 月に実施した。義務研修の

実績等を考慮し、検討することとしている。 
 
 （3）市町村からの問合せ対応 
  支援拠点に関する市町村からの相談に対応している。市町村からの問合せ及び意見の

例としては、以下のとおりである。 
  ・「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱（平成 29 年 3 月 31 日雇児発 0331

第 49 号）の解釈に関する問合せ。県としては現要綱の範囲内でしか答えられない。 
  ・支援拠点の内容に関する問合せ 
  ・支援拠点の設置に伴い、支援計画の作成等事務処理が増大することへの懸念 
 
 （4）人的支援 
  職員派遣、受入れ、交流等は行っていないが、市町村の相談に個別に対応している。 
 
 （5）財政的支援 
  県独自の補助を行う予定は現在のところはない。 
 
 
３．支援拠点設置市町村 
  県内では宗像市のみ（国に補助金申請済）である。 
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４．支援拠点整備の阻害要因 
 （1）支援拠点の人員及び権限不足 
  支援拠点を設置するための専門職員等、最低配置人員の確保に苦慮している声を聞く。

また、虐待ケースなどは、家庭訪問する際、2 名体制が望ましいがそのためにも人員の確

保に対する支援が必要と思われる。特に、専門職員として児童福祉司の配置を希望してい

るが、地域には人材がいないとのことだった。 
 
 （2）情報の不足 
  支援拠点の制度内容について市町村の理解が進んでいないように感じる。そのため、県

でも、市町村に対し説明会や電話等での説明を行っている。宗像市以外の市町村は国に補

助を申請していないが、支援拠点の設置要件を満たしている市町村もあると考えられる。

市町村が国に補助を申請しないのは制度内容が不明確なため、市町村が判断できない可

能性がある。 
 
 （3）母子保健部門との連携 
  小規模市町村は、そもそも組織が分かれておらず一体となっているところもあると思

われる。大規模市町村ほど組織分化が進んでいるため、連携を取る必要があると思われる。 
 
 
５．今後有効と考えられる手法 
 上記（1）の人員及び施設整備については、職員配置のための予算措置等の整備が必要で

あるため、長期的対応が求められる。 
 上記（2）及び（3）については、県内外の先進地の事例提供が効果的であると考える。県

内の事例は宗像市のみである。県及び市町村が他都道府県の多くの事例を共有することで、

県内の市町村は支援拠点の内容を把握しやすくなり、併せて制度趣旨の理解が容易になる

と思われる。また、県の児童相談所と市町村の支援拠点との情報交換が容易になると思われ

る。 
 
 
 （図）福岡県『児童相談所業務概要 平成 29 年度版（平成 28 年度実績）』より引用 

 
ヒアリング調査報告 

鈴木秀洋 
二島克良 
井上玲亜 
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長崎県 ヒアリング調査報告 

ヒアリング実施日：2018 年 3 月 21 日 
 

1. 長崎県の支援拠点に係る状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県内 21 市町を 2 つの児童相談所（長崎こども・女性・障害者支援センター、佐世保こ

ども・女性・障害者支援センター）にて対応。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
↑ 長崎県庁舎 
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２．これまでの支援拠点への働きかけ 
長崎県では、28 年度末に各市町との個別協議を実施し、問題点・課題、改善のため

の取組み事項等、今後の支援拠点の整備予定を確認した。 
各市町からは、下記のような課題が挙げられた（別紙「各市町における現状と課

題」参照）。 

・ケースに関し、具体的な判断基準の取り決めがないことにより、児童相談所や市町

と判断が異なることがあるため、相談に対する判断基準、関係機関との連携につい

て、職員間で共通認識を持つ必要がある。 
・スーパーバイザー等専門家が確保できていないため、支援方針や内容に不安があ

る。 
・他業務と兼務であり記録や整理の時間がないため、ケース管理が不十分になり、情

報共有や引継ぎが難しい。 
 

29 年度から法定化された研修（児童福祉司任用、要保護児童対策地域協議会担当者

研修）等を実施し、市町職員の専門性の向上を図っており、次年度以降も引続き継続

していく予定である。また、市町長との個別協議にて支援拠点の設置の意向も確認済

である。 
 
 

３．促進の阻害要件 
支援拠点の整備がすすまない要因としては、①法整備が任意であること、②国が示

している支援拠点の内容（具体的な業務等）の説明がわかりづらいこと、また上記の

各市町との個別協議の課題にも挙げられているように、③職員体制やケース対応への

現場での不安感が挙げられる。 
 
①支援拠点の整備は任意である。 
市町によって、人口規模や職員体制、財政規模が異なるため、整備に向けて県から

市町への積極的な働きかけが難しい。 
長崎市、佐世保市等、児童相談対応等の相談件数が多い自治体は設置に対する前向

きな意向を示しているが、相談件数等が少ない自治体は消極的な印象（別紙２「市

町別児童相談年度推移」参照）。現状把握に留まっており、今後どうすすめていく

かは検討中である。 
 
②市町が、具体的な役割のイメージを持てないことも要因である。 
国からの説明が不十分であるため、何をしなければいけないか見えてこない、児童

相談所との役割分担がわかりづらい、という意見がある。 
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③現場の職員の業務への不安、負担感が大きい。 
相談員を増員する、アセスメントシートにより統一化をはかる、実務者会議、ケー

ス会議の回数を増やす等の取組みを行っているが、相談件数に対して人員が少な

く、専門的知識がないまま緊急の対応を迫られ、十分な情報共有ができていないこ

とがわかる。 
 
 

４．今後有効だと考えられる策 
  上記の課題に対応し、（ア）法整備を整え、国から統一の見解や判断基準を示してい

く、（イ）職員体制を整え、人材の育成を支援することが、今後支援拠点の整備を促進

していく上で有効であると考える。また、（ウ）すでに設置がすすんでいる自治体への

見学も有効であると考える。 
 
（ア） 中核市への設置が進むためには、市町が介入していくことを法で整備しなければ踏

み込むことが難しい（義務付けなど）。 
また、初期対応において、ここまでは市町の仕事であり、ここは県というように、

法やガイドラインで明確にしてもらわなければ、対応が難しい。 
アセスメントのツールも、今あるものでは使いづらい。また、児童虐待における緊

急対応や一時保護機能は、現状において児童相談所がその役割を担っているため、

早期に児童相談所を設置することでのメリットが感じられないことも中核市の児童

相談所設置が進まない要因である。今後、中核市における児童相談所設置を促進す

るためには、国や県で市町村の役割、現場レベルまで対応できるガイドラインを作

成することが必要である。 
 
（イ）県としては、専門職の配置は法に従ってやらなければいけないという認識はあるの 

で、今後は国の配置基準に応じた職員配置を検討している。児童福祉司任用前講習

会等の人材育成支援等、体系的な研修も実施していく予定。 
   一方で、保育士、保健師や事務職に、専門的な能力を求めるのは難しい。保育士は 
   退職不補充で減っている。保健師は、保健部門以外の他部署に回せず、採用も少な 

く、児相の保健師は兼務あり、児相の中での保健師の役割がわかりづらいため、専

門職の採用を増やして層を厚くすることが重要である。 
また、非常勤で良いのか、という問題がある。非常勤では定着しない。時間外、休日

は職員の対応となるので、常勤でなければ厳しい。そこに補助が出ると人を増やしや

すい、という声があるため、専門職の採用ができて、その専門職を育てていく体制を

整えることは効果がある。 
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（ウ）長崎県ではすでに大村市は、支援拠点整備の実績がある。家庭相談員の時給をあげて

募集するなど、人材確保にも取組んでいる。また保健部門や、教育委員会との連携も

良好であるとの話があるため、先進自治体にヒアリングをする、視察に行くことも有

効と考える。ただし、受入れ自治体の負担にならないように、調整等については県で

実施する等の配慮も必要であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ↑ 

こども政策局 → 
  （こども未来課、こども家庭課） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         ← 相談室 
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第三章 支援拠点に関するアンケート調査分析（アンケート結果） 

1. アンケート概要

(1) 調査の趣旨（目的）

平成 28 年５月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律

第 63号）において、基礎的な地方公共団体である市町村は「市区町村子ども家庭総合

支援拠点」の整備に努めなければならないと規定された。 

これを受け本調査は、都道府県・市区町村の取組みの現状を調査し、かつ設置促進の

ために有効な指導・支援手法を研究することを目的とするものである。 

(2) 調査対象

全国の市区町村（全市区町村）※政令指定都市含む 1741

都道府県 47

(3) 実施方法・実施時期・回収状況

ア 市区町村（基礎自治体）

調査方法：インターネットを活用したオンラインアンケート

実施時期：平成 30年 1月 25日～3月 12日

回答依頼の方法：

「総務省ホームページ（市町村の変遷：都道府県コード及び市区町村コード（平

成 28 年 10 月 10 日））」に基づき日本全国の 1741 市区町村（基礎自治体）に、

アンケート回答フォームの URL を掲載した書面を郵送して依頼。その後、回

答状況を見て、都道府県の担当部署からメールにて同様の URL を送付しても

らい、追加の依頼を実施した。 

回答状況： 有効回答数 730  回答率 41.9％ 

イ 都道府県

調査方法：インターネットを活用したオンラインアンケート

実施時期：平成 30年 1月 25日～3月 12日

回答依頼の方法：

47 都道府県の児童虐待防止関係等担当課に対し、メールにて回答フォーム

の URL を案内する形で依頼。回答が進まない都道府県については直接電話で

主旨を説明し協力を依頼した。 

回答状況：有効回答数 45（福井と静岡からは回答を得られず）  

回答率 95.7％ 
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なお、オンラインアンケートの調査項目は、市区町村（基礎自治体）と都道府県

で異なるもので実施した。 

（※報告書の最後に参考資料としてアンケート票を添付） 

 

(4) 調査項目 

ア 市区町村版 

①市区町村名、②面積・人口・児童数、③子ども家庭総合支援拠点の類型、④補

助金を受けた支援拠点の設置数、⑤支援拠点の位置付けの明記、⑥人材育成につい

て、⑦設置までの課題及び有効だった項目、⑧支援拠点の一部委託、⑨支援拠点設

置の可否・予定、⑩支援拠点設置に対するネックについて調査した。 

   イ 都道府県版 

①都道府県名、②人口・児童数、③所管部署名、④支援拠点の説明方法、⑤支援

拠点設置推進に向けての働きかけ予定、⑥支援拠点設置に対する課題、⑦支援拠点

設置推進への有効手法について調査した。 
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２．市区町村（政令市含む）アンケート結果 

(1) 子ども家庭総合支援拠点の設置数及び類型 

【設問３】支援拠点（機能設置）（平成 30年 2月 1日時点）設置数及び類型 

【結果】回答のあった市区町村 730 のうち、設置済みは 93、うち複数設置が 1 あ

った。また拠点の類型と設置数は以下のとおり 

※設置済市区町村のリストについては章末【資料】に添付 

 

類 型 設置数 

小規模-Ａ型 32 

小規模-Ｂ型 29 

小規模-Ｃ型 13 

小規模-Ｃ型,中規模型 1 

中規模型 13 

大規模型 5 

合 計 93 

 

(2) 補助金を受けた支援拠点の設置数 

ア 【設問４】国の補助金を受け支援拠点を設置した市区町村の拠点設置数 

【結果】設置済み（平成 30年 2月 1日時点）の市区町村 93のうち、国の補助

金を受けての設置数は 37、補助金を受けずに設置した市区町村は 56であった 

※設置に国の補助金を受けた市区町村のリストについては章末【資料】に 

添付 

  

補助金を受けた, 37

受けずに設置した, 56
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イ 国の補助金を受けた市区町村の拠点ごとの配置人員数 
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(3) 支援拠点の法的位置付け等 

ア 【設問５】支援拠点（機能設置）設置済み市区町村の法的位置付け等（複数回

答） 

【結果】「要綱、指針等で明記している」が 18あるが、「特に明記はしていな

い」という回答も 38 あった 

 
 

イ ※「⑤その他」の補足説明としては以下のとおり 

・こども課内にこども家庭総合支援拠点を設置 

・事務分掌規則に明記予定 

・今後、自治体の計画を見直し明記していく予定 

・要綱、指針などを策定中 

①条例、規則等で明記している。, 5

②要綱、指針等で
明記している。, 18

③自治体の計画、施策
等で明記している。, 8

④自治体の予算等の項目で明記して
いる。, 7

※⑤その他, 4

⑥特に明記はして
いない。, 38
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(4) 人材育成 

ア 【設問６】人材育成について、支援拠点に配置する職員に関して定め、運用、

工夫をしているか（複数回答） 

【結果】「異動を含む相互交流」33、「外部から任用・採用」26、「研修受講を

義務化」26、「新人とベテランが組む」25が主な内容となった 

 
 

イ 人材育成についての具体的手法（原文ママ抜粋） 

・新人職員とベテラン職員が対になるよう心掛けているが、ベテラン職員が不

足している 

・定期人事異動に際し、複数人の異動がないよう要望している 

・児童福祉司任用資格の取得を目的として、区市町村相談業務研修の受講をし

ている 

・相談や支援等の業務に関するマニュアルを整備し、職員間で共通認識を図っ

ている 

・福祉分野で専門性を有する法人に事業を委託している 

・資格を持った職員を持つこともだが、多世代（児童、親世代、祖父母世代）

に対応できる人材を確保している 

・外部の SV により、実務者会議等における助言指導を行っている 

・「県子ども虐待防止マニュアル」を参考に、本市の「○○市子ども虐待対応マ

ニュアル」を作成 

・支援拠点の業務推進のための手順やツールを整備している 

 

①保健、子ども（保育園等含
む）、福祉、教育等関係部署と
の間での相互交流（異動）を

行っている, 33

②説明会等を開催し
て市町村に説明して

いる。, 7

③専門能力を有する職員を
外部から任用・採用してい

る, 26

④拠点に必要な職員の研修受講を義
務化している, 26

⑤職員に社会福祉士、保育士等の資
格取得のための支援を行っている, 4

⑥新人職員とベテラン職員
が組んで対応している, 25

⑦マニュアル整備をして職
員間で確認している, 18

⑧その他, 20
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(5) 設置までの課題及び有効だった項目 

ア 【設問７】支援拠点（機能設置）設置までの課題および有効だった項目（複数

回答） 

【結果】「庁内関係機関との連携」26、「組織変更」23が設置に有効だった。そ

のあと「都道府県の支援」20、「国の支援」16が続く 

 
 

イ 有効だった項目の具体的な内容（原文ママ抜粋） 

①国の支援 

・補助金支援(賃金、旅費、需用費) 

・通知・指針等による助言指導 

・専門職（虐待対応専門員）の雇用で財政面（予算）での支援 

 

②都道府県の支援 

・県としての拠点の位置付けを整理して明示 

・県が主催する会議・研修の受講 

・拠点整備に伴う県費補助 

 

③条例、規則等の整備 

・市独自条例の制定 

・すでに整備している他市に条例等について問い合わせ 

 

 

①国の支援, 16

②都道府県の支援, 
20

③条例、規則等の
整備, 4

④要綱、指針等の整備, 10

⑤自治体の計画、施策への明記（施策実
現の優先順位を上げることを含む, 3

⑥組織変更, 23

⑦首長のリーダー
シップ, 5

⑧庁内関係機関と
の連携, 26

⑨地域の専門機関との連携（医
療、弁護士会その他）, 9

⑩その他, 13
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④要綱、指針等の整備 

・関係者間の共通認識を図り庁内の理解を得ることが出来る 

・専門職採用の必要性が認識された 

・支援拠点の業務推進のための考え方や具体的対応を整理 

・○○市子育て世代包括支援センター事業実施要綱 

 

⑤自治体の計画、施策への明記（施策実現の優先順位を上げることを含む） 

・○○市版ネウボラ事業などの子育て支援施策 

・事業計画に今後の取り組みと方向性について明記 

・長期総合計画して「こどもを核としたまちづくり」を掲げている 

・○○市子ども・子育て支援事業計画 

 

⑥組織変更 

・福祉課に「子育て支援室」を新設 

・母子保健と子ども家庭を統合 

・相談支援に特化した部署を設置 

・「こども未来部」を新設し３部門を集約予定 

・子ども家庭相談を専任で担当する係長を追加配置、かつ子どもの権利相談員

を新規配置 

・子ども総合相談室を設置 

・母子保健分野と児童福祉分野が同一課に 

 

⑦首長のリーダーシップ 

・市長、担当部長による設置に向けたリーダーシップがあった 

・こども未来部新設を公約に掲げる市長が就任した 

・市長が市長選挙時にマニフェストとして掲げた 

・中核市として全国で初めて児童相談所設置を決める 

 

⑧庁内関係機関との連携 

・情報共有体制を整えることが有効 

・関係機関との連携について調整 

・市長部局の関係部署との連携体制を再構築 

 

⑨地域の専門機関との連携（医療、弁護士会その他） 

・地域福祉総合支援システムを構築 

・健康課に協力要請 
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⑩その他 

・ハード面及びソフト面がすでに整備されていた 

・採用後に社会福祉士資格を取得する正規職員が増えている 

・県が推進する「CLM と個別の指導計画」の取り組みが有効 

・地域特性から、さらに機能設置なされている 

 

 

(6) 支援拠点の一部委託 

ア 【設問８】支援拠点の一部委託の有無 

【結果】委託をしている自治体は殆どなかった 

 

 
 

イ 「一部委託している」の内容 （原文ママで抜粋） 

・指定管理者制度によりセンターを運営し、市にセンター全体の管理担当職員

を配置している。 

・利用者支援事業、虐待対応事業、預かり事業等を全部委託 

・子育て短期支援事業、子育て援助活動支援事業 

・記載なし 

 

 

 

 

していない, 100

している, 4
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(7) 支援拠点設置の可否・予定 

ア 【設問９】支援拠点設置の可否・予定 

【結果】2017 年度中に 2 か所、2018 年度中に 41 か所、2019 年度中に 29 か

所、2020年度中に 16 か所、2021年度以降に 9か所が設置される予定である 

 

設置予定年度 個数 

既に設置済み 61 

2017年度中 2 

2018年度中 41 

2019年度中 29 

2020年度中 16 

2021年度以降 9 

（なお、２(１)設問３の設置数との相違があるが自治体の記載のとおりに集計している。） 

 

 

イ 設置予定の場合の類型 

2017年から 2021 年度以降設置予定の市区町村のうち、類型については以下

のとおり 

 2017  2018  2019  2020  2021以降 

小規模-Ａ型 1 13 18 9 4 

小規模-Ｂ型  8 1 3 1 

小規模-Ｃ型 1 4 3 1 1 

中規模型  12 7 2 2 

大規模型  4  1 1 

 

 

 また、【備考】として自由回答の項目を設けたところ、以下の回答が寄せられた 

（原文ママ抜粋） 

・子育て支援課と○○子ども家庭支援センター（指定管理）を一体として支援拠点

機能に位置付ける 

・要対協調整機関の職員として子ども家庭支援員や虐待対応専門員の業務も兼ね

ており人員不足である 

・国基準の支援拠点については、心理士配置要件を満たせていないため、設置でき

ない 
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・市として位置付けを明確にできてはいないが、事業内容は総合支援拠点設置運営

要綱に相当する 

・詳細の制度の把握ができておらず、対応が難しい。事案に対応する機能は十分で

あると判断 

・子ども家庭支援センターの機能が認められれば、支援拠点の設置といえる 

 

 

(8) 支援拠点設置に対するネック（未設置の市区町村 637 対象） 

ア 【設問 10】支援拠点設置のネックになっている事柄（複数回答） 

【結果】「人の確保」449、「組織・制度の変更」231、「財政面」200が大きな問

題になっていることが分かった。 

 
イ 具体的な理由や原因（原文ママ抜粋） 

① 財政面の問題 

・正規職員の人件費の補助制度がないので、財政面の負担は大きい 

・小さな自治体なので、費用対効果が見込みにくい 

・２分の１補助であるので、人件費の確保が困難。また、補助もいつまである

かわからない 

・補助金のメニューの内容がわかりづらい 

・拠点の標準配置を全て満たして、国費１/２の補助では困難。補助ではなく、

交付金等での支援が必要 

・１か所あたり◯◯円の単価設定ではなく、メニューごとの補助形式にできな

いか 

①財政面の問題, 200

②人の確保の問題, 
449

③法的根拠付け・位置付け（条例・規則・要
綱の制定など）の問題, 62

④組織・制度の変更または一体
化の問題, 231

⑤物的設備等の問題, 147

⑥その他, 130
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・１/２の補助があったとしても、残りの１/２の確保が困難である 

・市財政を緊縮している中での優先順位をどう考えて扱い設置を行うか 

・少子高齢化に伴う税収減と扶助費増のため、施策の優先順位を考慮する必要

がある 

 

②人の確保の問題 

・資格取得者の人材が十分ではなく、他部署との調整が必要 

・専門職の確保が困難。一般行政職でも研修等の受講により当面代替え可能と

するなどの措置が必要 

・正規職員の増員や臨時職員の確保が困難。児童虐待に関する対応ができるよ

うな経験や資格を有する者がなかなか見つからない 

・支援拠点を設置する程の業務量が見込まれず、要保護児童対策調整機関が兼

務することで足りる 

・必要資格のある職員の配置・確保が難しい。資格の緩和をお願いしたい 

・保育士や保健師等、必要とする人材については、他部署でも確保に苦慮して

いる 

・常時であること及び資格要件のハードルの高さ 

・専門職員の確保と人事異動等による専門性の確保 

・支援拠点の最低配置人員の常時を確保する事が勤務ローテーションの中で

困難 

・社会福祉士等の資格を持つ相談員が正規職員ではなく嘱託職員であるため、

専門職の継続的な確保が難しい 

・保健師等の専門職は現在他業務においても不足 

・相談や専門的対応に適した人材の確保が正規対応できず、臨時等では賃金の

安さから適した人材の確保が難しい 

・正規職員の人事異動による資格取得者の減や、職員の育休等による人員減に

より、最低配置人数を下回ると補助対象でなくなる 

・職員の配置基準があるため、他事業との兼ね合い等の調整が必要 

・相談員の専門性が求められるが、正規職員は事務職が人事異動の対象となる

ため、資格要件と研修受講要件を満たすのが現状では難しく、非常勤の有資

格者についても勤務条件等から研修受講のハードルが高い。 

・児童数が少なく、現状の福祉部署（児童・母子）で支援拠点の役割を兼任で

きているため、新たに人員を確保するのは困難 

 

③法的根拠付け・位置付け（条例・規則・要綱の制定など）の問題 

・支援拠点の設置は何をもって設置となるのかわからない。条例、要綱等、参
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考になるものが必要 

・内容等について設置規模ごとの条例・規則・要綱の事例を提示いただきたい 

・これまでの家庭児童相談員との役割の違い等が不明確なため、法的位置付け

が難しい 

・国が設置要綱案を示してほしい 

・先進地の要綱等参考にさせていただきたい 

・努力義務であるため、法的根拠が弱い。既存の組織でできていることもあり、

看板を上げるだけになるのではないかと思われる。設置する前とした後の

位置付けが明確でない 

・今すぐの設置が義務付けられているわけではないため、近隣町村の動向も見

ながら検討したい 

・現状と大して変わらないが、「根拠」という位置付けで何が変わるのか制定

時に説明できない 

 

④組織・制度の変更または一体化の問題 

・保健センター、支援拠点、相談員等、子育て支援に関わる機関と、それぞれ

の役割について調整を行う必要がある 

・現在、小規模であるがゆえに、保健、こども、福祉、教育が何事も一体的に

取り組めている。しかし法的には、それぞれに設置を求められ、組織化、制

度化の枠を作らなければならない 

・要綱に示されている支援拠点の業務内容が現在複数の課で行われているた

め、大幅な組織の改編が必要となる 

・市の体制や機構改革の方向性が決まらない 

・担当業務が広すぎて、それを担うだけの体制を整備するのが難しい 

・小さな町村で、一人の職員が多くの業務を兼務しており、家庭総合支援拠点

設置の優先順位が低い 

・他市町村の先行事例を参考にしながら検討したい 

・現状の組織で同じような内容を実施していると考えており、これまでの組織

の変更が困難 

・ケース記録等の現在使用している様式をガイドライン等改正法に合わせた

ものに変更する必要がある 

・小規模自治体にとって体制のモデルがなくどのように整備すべきか悩む 

・現体制で上手く運用できているため、新体制を構築するメリットとデメリッ

トの説明がしにくい 

・子どもの支援のための協議会や子育て世代包括支援センターなどの組織が

多すぎて組織の位置づけや設置の優先順位の判断が困難 
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⑤物的設備等の問題 

・施設で支援拠点のスペースを確保することが困難であり、必要な物的設備等

の確保が財政的にも困難 

・施設整備に要する財政的負担が大きい 

・支援システム導入の必要性 

・支援拠点の場所をどこにどのような形で設置すればいいのか、具体策がない 

・独立した相談室や親子の交流スペースの確保が難しい 

 

⑥その他 

・児童虐待のケースが年１件あるかないかの自治体で施設を整備することは

難しい 

・同じような規模（町）で設置している自治体がない 

・拠点設置による具体的なメリットが判然としない。現在の実務・各支援策に

おける連携等においてどのような課題があり、設置によりどのように改善

が期待できるということを示してほしい 

・小規模自治体においては支援拠点を設置しなくとも関係部署の連携が密で

あり、支援拠点を設置しなくとも十分な対応が取れている 

・複数の課にまたがる事業のため、何から取り掛かればよいのか、また相互の

業務分担もよく分からない 

・支援拠点設置のニーズはあっても、利用する人が少ない 

・これだけの規模の業務を実施するにあたり、補助額が低いのではないか 

・現状、理解に乏しいところもあるため、具体的な組織の説明や設置後の運営

実態などをご教授いただけるとありがたい 

・具体的にどのような要件を満たすと支援拠点として認められるか。具体的な

取り組み例や取組に関するマニュアル等を示していただけるとありがたい 
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３．都道府県アンケート結果 

(1) 支援拠点の説明方法 

ア 【設問４】支援拠点の説明方法（複数回答） 

【結果】「質疑があれば個別に説明している」が 35と最も多かった。次いで、

「説明会等を開催する」が 26あった 

 
イ 具体的な方法 

① 市町村への説明用のマニュアルを整備している 

研修の際に、支援拠点の設置に関する説明をパワーポイントにまとめ、資

料として提示 

② 説明会等を開催して市町村に説明している 

研修・講習会を行った、会議・協議会で説明した、H28 法改正を受けて実

施、国の支援拠点担当者を講師に招いたなど 

③ 本通知を参考に、質疑があれば個別に説明している 

電話で対応、国 FAQ を情報提供、質疑応答案を作成、適宜国へ照会、厚労

省通知を自治体宛に送付など 

④ その他（自由記載） 

協議会で支援拠点をテーマに説明やグループワークを実施、児童相談所主

催の研修会で説明、個別協議を実施 

⑤ 特に説明を行っていない（自由記載） 

回答した市区町村なし 

 

 

①市町村への説明用のマ
ニュアルを整備している, 1

②説明会等を開催し
て市町村に説明して

いる, 26

③本通知を参考に、質疑があ
れば個別に説明している, 35

④その他, 3

⑤特に説明を行っていない, 2
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①財政面での支援（独自の補助
金など）, 2

②人的支援（職員の派遣、
職員の派遣受け入れ、職員

の交流等）, 7

③人材育成支援（都道府県
が行う児童福祉司任用前講
習会の増加など含む）, 32

④法制度設計支援
（要綱案の提示な

ど）, 8

⑤その他, 16

(2) 支援拠点設置推進に向けての働きかけ 

ア 【設問５】支援拠点設置促進に向けてどのような支援・働き掛けを行っていく

予定か 

【結果】「人材育成支援を行う」が 32と最も多かった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 具体的な支援方法 

① 財政面での支援 

人員が整わず国庫補助制度を活用できない市区町村に補助、子供家庭支援

センターへの補助 

② 人的支援 

実務研修を調整、市町村職員を児童相談所に受入れ、市町村へ出向いて協

議、職員派遣、職員の相互交流など 

③ 人材育成支援 

会議や研修で説明、講習会の実施、研修の講習日を増やす、市町の後方支

援を行う部門が一緒になって相談対応を行う、多人数が収容できる会場の

確保、ケースワークの流れ（情報収集のポイント、援助方針の立て方等）

を身に着けてもらう、児相職員（児童心理司、児童福祉司等）が市町を巡

回など 

④ 法制度設計支援 

個別ヒアリングを実施、国庫補助事業の周知、要綱案を確認、要綱例や他

自治体での取組例の提供など 

⑤ その他 

支援を検討中、未定、市町村からの相談対応、支援要望を聞く、働きかけ

を行う、研修を企画、説明会を開催、モデルを提示など 
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①財政面での支援（独
自の補助金など）が難

しい, 16

②人的支援（職員の派遣、
職員の派遣受け入れ、職員

の交流等）が難しい, 13

③人材育成支援（都道府
県が行う児童福祉司任用
前講習会の増加など含

む。）が難しい, 6

④法制度設計支援（要綱案の提示な
ど）が難しい, 6

⑤その他, 29

(3) 支援拠点設置に対する課題 

ア 【設問５】支援拠点設置を働きかける上での課題 

【結果】「財政面」で 16、「人的支援」で 13が難しいと答える 

また「その他」が 29と最多で、財政・人的以外の課題も多いことが分かった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 具体的な課題 

① 財政面での支援（独自の補助金など）が難しい 

補助金の新設が困難、財政状況から独自は難しい、国庫補助制度の活用が

難しい、実施例が少ないため検討が難しい、必要な設備を設けることが難

しい、市町村が主体的に行うことに対して県が経済的支援を行うことが難

しい、予算の確保が困難など 

② 人的支援（職員の派遣、職員の派遣受け入れ、職員の交流等）が難しい 

人材不足であり派遣は困難、専門職の確保が難しい、児童福祉司の業務が

多忙、人事交流の実績が少ない、県の職員数が縮減されている、児童相談

所が対応に追われている、基準に合わせた児童福祉司の増員が優先、人的

資源の限界から交流派遣等の希望にすべて応えることは困難など 

③ 人材育成支援（都道府県が行う児童福祉司任用前講習会の増加など含む）

が難しい。 

県では専門職採用しているため任用前講習会を実施していない、担当者

の知識や経験の積み重ねが難しい、業務量の関係から講習会の増加は困

難など 

④ 法制度設計支援（要綱案の提示など）が難しい 

支援拠点への最低配置等がわかりにくい、支援拠点の規模別要綱案を国

に希望、情報収集ができていない、実際の取組事例が少ない。特に小規模 

など 
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⑤ その他 

専門職の確保が難しい、国からの財政支援がない、各センターの違いを国

から明確にしてほしい、「同一の主担当機関が支援拠点と子育て世代包括

支援センターの２つの機能を担う」ことが難しい、支援拠点とセンターが

別々に設置された場合の支援の方法がイメージし難い、規模の小さい市

区町村には負担が大きい、現行の体制で対応できている市区町村もある、

要綱に十分な記載がない、要件を満たすことが難しい、毎年配置の最低基

準となる人数が変動する、市町の具体的な役割等のイメージがつかない、

恒常的に資格要件を満たすことが難しい、新たに施設整備が必要、必要性

を市町村に認識させることが難しい、子ども家庭支援体制に関する他部

局の理解が進んでいない、努力規定のためインセンティブになっていな

い、「支援拠点」のイメージがわかりにくい、県としての結論が出ていな

い、支援機関設置に係る届出や承認も必須でないなど 

 

 

(4) 支援拠点設置推進への有効だと考える手法 

【設問７】支援拠点設置促進に向けて有効だと考える手法（自由回答） 

【結果】下記のとおりである 

 

・「子育て世代包括支援センター」のように、設置年度を区切り、全数設

置の方針を打ち出す 

・常勤職員を配置することとし、常勤職員分の経済的支援（補助金）を新

設 

・拠点設置の目的、今後の方向性を明確に提示 

・国による積極的な支援、説明 

・モデルケースを全国に情報提供 

・最低配置人員の要件緩和 

・設置準備及び設置後当面の間の運営費の補助率を嵩上げ 

・非常勤の賃金に対する補助だけでなく、正規職員の配置に対する交付税

措置の増額 

・段階的な国庫補助の活用など柔軟な支援方策 

・全国同水準の質を確保するため、国が主催する人材育成研修の実施 

・段階的に取り組んでいけるような仕組み 

・スタートアップマニュアルがあると具体的なイメージを持つことがで

きる 

・｢体制整備目標時期｣と｢体制整備完了｣のイメージを市町ごとに明確化 
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・基準を超えての加配を補助金の対象に 

・運営費の市町村負担割合（１／２）を低くする 

・国の財政的支援の充実・メニューを増やす 

・支援拠点についての法定化（特に心理職の配置） 

・大規模自治体は配置人員が多くなり予算が必要。小規模自治体は逆に職

員体制に制約があり、類似した事業に予算を充てられない 

・人員は満たしても設備・器具を整えられず断念している市区町村もある 

・現在は努力規定である支援拠点の設置を、義務規定に引き上げる 

 

など 
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４．全体の分析 

(1) 市区町村（基礎自治体）アンケート 

【設問３】拠点設置済み状況からみる規模別拠点設置率 

回答のあった市区町村（基礎自治体）730 のうち、【設問３】子ども家庭総合支援

拠点について設置済み（平成 30 年 2 月 1 日時点）の市区町村は 93 であった。こ

れを児童人口規模に応じた支援拠点の類型別に見ると、80％以上の市区町村が拠

点未設置、特に小規模 Aの設置が進んでいないという結果となった。 

規模別の設置数は以下のとおり 

 

なお、調査対象とした市区町村 1741のうち、回答があったのは 730（回答率 41.9%）。

うち拠点設置済の市区町村は 93で回答のあった 730のうちの 12.7％だった。 

  

34

82

57

137

513

5

14

13

29

32

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大規模

中規模

小規模C

小規模B

小規模A

未設置 設置済
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(2) 市区町村（基礎自治体）アンケート 

【設問３】子ども家庭総合支援拠点設置済と【設問９】拠点設置予定から見る今後

の規模別拠点数推移 

2019 年度ごろから増えていく傾向が見て取れる。また、小規模 A 型と中規模型

の設置が進む様子。 

年度は未確定だが小規模 A型設置予定が 54、小規模 B型設置予定が 15、小規模

C設置予定が 15、中規模型設置予定が 11となっている。 

年度は確定しているが、拠点の規模を確定していない市区町村もある。2018 年

度開設予定は１、2019年度開設予定は２、2020年度開設予定は 1、2021年度以降

開設予定は 1となっている。 

未回答, 1011 有効回答, 730

設置未, 637
設置済, 93

12.7%

小規模Ａ, 32
34.4%

小規模Ｂ, 29
31.2%

小規模Ｃ, 13
14.0%

中規模,14
15.1%

大規模, 5 5.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

規模別
拠点設置数

(n=93)

拠点設置
の有無

(n=730)

アンケート
回答数

(n=1741)

0
10
20
30
40
50
60
70
80

設置済 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降

小規模-Ａ型 小規模-Ｂ型 小規模-Ｃ型 中規模型 大規模型
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５．【資料】エリア別の子ども家庭総合支援拠点設置状況 

アンケートの【設問３】子ども家庭総合支援拠点について設置済み（機能設置）

の有無（平成 30 年 2月 1日時点）と【設問４】国の補助金を受けて、支援拠点を

設置した自治体より、エリア別の拠点設置状況をまとめた。 
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第四章 
支援拠点について自治体に支援・ 
助言を行うことのできる者の養成 
報告に関して 
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子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた支援

手法に関する調査 

【ご注意】  

■入力内容の保存が必要な方へ 

送信前に入力内容の保存が必要な方は、確認画面を、スクリーンショット等で保存する方法があります。 

■入力内容を修正したい方へ 

一度入力した内容を後から修正できないので、修正したい方はもう一度最初から入力して下さい。過去

分の回答はこちらで破棄します。 

  

＊ ＊ ＊ ＊  

  

平成 29 年 3 月 31 日付・雇児発 0331 第 49 号「市町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等につい

て」（以下「本通知」という。）の項目に基づきお聞きします。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000161700.pdf 

  

質問は 10 あります。平成 30 年 2 月 1 日付現在でご回答ください。質問によって記入の仕方が異なって

いるのでご注意ください。 

  

※この調査は、日本大学危機管理学部鈴木秀洋研究室が厚生労働省より子ども・子育て支援推進調査

研究事業に関する補助金を受け、厚生労働省 子ども家庭局 家庭福祉課 虐待防止対策推進室と連携

して行うものです。 

※このアンケートは NPO 法人きずなメール・プロジェクトが運営しています。 

*は必須項目です 

 

*１、貴自治体の市区町村名を都道府県名からご回答ください。  

 
 

２-(１)、貴自治体の面積をご回答ください。（単位は「km2」で、半角数字でご回答ください）  

 
例）○○市 2,177.61km2 → カンマ、単位は取り小数点以下は四捨五入して「2178」とご回答くだ

さい。 

*２-(２)、貴自治体の人口をご回答ください。（人数のみを半角数字でご回答ください）  

 
（例）東京都 13,742,906 人 → 「13742906」と回答。 

※平成 29 年 4 月 1 日でご回答ください。 

*２-(３)、貴自治体の児童数をご回答ください。（人数のみを半角数字でご回答ください）  

 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000161700.pdf


※18 歳未満人口 

※平成 29 年 4 月 1 日でご回答ください。 

 

３、貴自治体では平成 30 年 2 月 1 日時点で、子ども家庭総合支援拠点について設置済み（機能設置）

ですか。設置済みの場合には本通知 5（1）（このアンケートにおいて参考抜粋）のどの類型に該当するの

かご回答ください。（複数回答可）  

小規模-Ａ型  

小規模-Ｂ型  

小規模-Ｃ型  

中規模型  

大規模型  

※なお、設置済みか否かは機能設置しているか否かであり、必ずしも国の補助金交付要件を充

たしているか否かとは一致しません。 

  

【参考】 

支援拠点は、児童人口規模に応じて、 

① 小規模型【小規模市・町村部】 

ア 小規模Ａ型：児童人口概ね 0.9 万人未満（人口約 5.6 万人未満） 

イ 小規模Ｂ型：児童人口概ね 0.9 万人以上 1.8 万人未満（人口約 5.6 万人以上約 11.3 万人

未満） 

ウ 小規模Ｃ型：児童人口概ね 1.8 万人以上 2.7 万人未満（人口約 11.3 万人以上約 17 万人

未満） 

② 中規模型【中規模市部】：児童人口概ね 2.7 万人以上 7.2 万人未満（人口約 17 万人以上

約 45 万人未満） 

③ 大規模型【大規模市部】：児童人口概ね 7.2 万人以上（人口約 45 万人以上） 

の５類型に区分する。 

また、地域の実情に応じて、小規模型の小規模市・町村部においては、２次医療圏を単位とした

広域での設置、中規模型及び大規模型の市部においては、区域等に応じて複数の支援拠点の

設置などの方法も考えられる。特に、指定都市においては、行政区ごとに設置することが求めら

れる。 

 

４、国の補助金を受けて、支援拠点を設置した自治体にお聞きします。支援拠点の設置数をご回答くださ

い。  

1 カ所  

2 カ所  



3 カ所  

4 カ所以上  

各支援拠点の配置人員等についてご回答ください。4 カ所以上ある場合は、3 カ所目まで回答して、4 か

所目以降は備考欄にご記入ください。 

  

※人員のカウントの仕方に関しては通知 6．職員配置(3)参照及び「市町村子ども家庭支援指針」（ガイド

ライン）107 頁・113 頁別表参照 

※当分の間、子ども家庭支援員及び虐待対応専門員については、厚生労働大臣が定める基準に適合す

る研修（児童福祉司任用前講習会）を受けた者も認める。 

※安全確認対応職員及び事務処理対応職員については特に資格の定めはないが、補助金要綱（「児童

虐待防止対策支援事業の実施について」（平成 17 年 5 月 2 日雇児発第 050001 号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知別紙））の説明を一部抜粋する。 

  

・安全確認対応職員：児童虐待の通告のあった子どもについて、目視による安全確認の補助を行う。 

（安全確認等対応職員は、児童相談所又は市町村に配置する。特に、児童虐待の通告のあった子どもに

ついての安全確認や調査等の初期対応を強化する観点から、複数名の安全確認対応職員を配置するこ

とが求められる。①安全確認等対応職員については、警察官ＯＢ等その業務を遂行するにふさわしいと

考える者を充てること。②子どもの安全確認は年間を通じてその体制強化を図る必要があることから、安

全確認対応職員は、可能な限り、年間を通じて週 28 時間程度の勤務とすることが望ましいが、短時間

勤務の複数の非常勤職員を任用するなどして対応しても差し支えない） 

・事務処理対応職員：児童相談所又は市町村において、児童記録の整理や相談の受付等の業務を行

う。 

【1 カ所目】  

ア－１ 子ども家庭支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ア－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

イ－１ 心理担当支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

イ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

ウ－１ 虐待対応専門員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ウ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

エ  安全確認対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  



 

オ 事務処理対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  

 

ア～ウの合計人数（半角数字で回答ください）  

 

ア～オの合計人数（半角数字でご回答ください）  

 

【2 カ所目】  

ア－１ 子ども家庭支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ア－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

イ－１ 心理担当支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

イ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

ウ－１ 虐待対応専門員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ウ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

エ  安全確認対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  

 

オ 事務処理対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  

 

ア～ウの合計人数（半角数字で回答ください）  

 

ア～オの合計人数（半角数字でご回答ください）  

 

【3 カ所目】  

ア－１ 子ども家庭支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ア－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

イ－１ 心理担当支援員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  



 

イ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

ウ－１ 虐待対応専門員の人数（常時）（半角数字でご回答ください）  

 

ウ－２ 有する資格等についてご回答ください。該当者が複数いる場合は、それぞれの該当者の資格を

ご回答ください。  

 

エ  安全確認対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  

 

オ 事務処理対応職員の人数（半角数字でご回答ください）  

 

ア～ウの合計人数（半角数字で回答ください）  

 

ア～オの合計人数（半角数字でご回答ください）  

 

【備考】  

 

 

５、支援拠点を設置済み（機能設置）の自治体にお聞きします。支援拠点の位置付けを貴自治体の中で

どのように明記していますか。ご回答ください。（複数回答可）  

①条例、規則等で明記している。  

②要綱、指針等で明記している。  

③自治体の計画、施策等で明記している。  

④自治体の予算等の項目で明記している。  

⑤その他  

⑥特に明記はしていない。  

【備考】上記で⑤を選んだ場合又は選択した項目の補足説明としてご記入ください。  



 

 

６、本通知６．(４)人材育成について、お聞きします。支援拠点に配置する職員に関してどのような定め、

運用、工夫をしていますか。ご回答ください。（複数回答可）  

①保健、子ども（保育園等含む）、福祉、教育等関係部署との間での相互交流（異動）を行っ

ている  

②在部署年数を他の部署よりも長くしている  

③専門能力を有する職員を外部から任用・採用している  

④拠点に必要な職員の研修受講を義務化している  

⑤職員に社会福祉士、保育士等の資格取得のための支援を行っている  

⑥新人職員とベテラン職員が組んで対応している  

⑦マニュアル整備をして職員間で確認している  

⑧その他  

上記を選んだ上で、詳細をご記入ください。  

 

 

７、支援拠点設置済みの自治体にお聞きします。設置までの課題および有効だった項目を下記よりお選

び下さい。（複数回答可）※支援拠点設置が確定している自治体もご回答ください。  

①国の支援  

②都道府県の支援  



③条例、規則等の整備  

④要綱、指針等の整備  

⑤自治体の計画、施策への明記（施策実現の優先順位を上げることを含む）  

⑥組織変更  

⑦首長のリーダーシップ  

⑧庁内関係機関との連携  

⑨地域の専門機関との連携（医療、弁護士会その他）  

⑩その他  

上記有効だった項目について具体的にご回答ください。  

①国の支援  

 

②都道府県の支援  

 

③条例、規則等の整備  

 

④要綱、指針等の整備  



 

⑤自治体の計画、施策への明記（施策実現の優先順位を上げることを含む）  

 

⑥組織変更  

 

⑦首長のリーダーシップ  

 

⑧庁内関係機関との連携  

 

⑨地域の専門機関との連携（医療、弁護士会その他）  

 



⑩その他  

 

 

８、支援拠点の一部委託をしていますか。  

一部委託している。  

一部委託していない。  

一部委託している場合にはその内容についてご回答ください。  

 

 

*９、貴自治体における支援拠点設置の可否・予定について下記より選んでください。  

既に設置済み  

設置予定は 2017 年度中  

設置予定は 2018 年度中  

設置予定は 2019 年度中  

設置予定は 2020 年度中  

設置予定は 2021 年度以降  

未定  

そもそも設置予定なし  

設置予定の場合は、その類型についてご回答ください。(複数回答可）  

小規模-Ａ型  



小規模-Ｂ型  

小規模-Ｃ型  

中規模型  

大規模型  

【備考】  

 

 

１０、現在、支援拠点設置していない自治体にお聞きします。支援拠点を設置するに当たり、ネックになっ

ていることはなんですか。下記よりお選びください。（複数回答可）  

①財政面の問題  

②人の確保の問題  

③法的根拠付け・位置付け（条例・規則・要綱の制定など）の問題  

④組織・制度の変更または一体化の問題  

⑤物的設備等の問題  

⑥その他  

上記を選んだ理由や原因を具体的にご回答ください。  

①財政面の問題  

 

②人の確保の問題  



 

③法的根拠付け・位置付け（条例・規則・要綱の制定など）の問題  

 

④組織・制度の変更または一体化の問題  

 

⑤物的設備等の問題  

 

⑥その他（自由記載）  

 

 

*回答部署  

 

*担当者氏名  

 

*メールアドレス  



 

*連絡先  

- -  

 

【お願い】 

現在国では、支援拠点設置を加速化するための具体的な説明資料作成や拠点設置に向けた助言がで

きる人材育成を目指しております。 

その資料作成にあたり、参考にすべき貴自治体の取組・説明資料等、または有効だと考える資料がござ

いましたらお知らせください。 

  

また、今後、直接自治体にお伺いさせていただき、ヒアリングを行う予定です。 

ヒアリングの際には、当日改めてお伺いさせていただく項目があるかと思います。ご協力の程お願い申し

上げます。写真撮影等もお願いできれば幸いです。 

 

【ご注意】 

■スクリーンショットの方法 

キーボードの「PrtSc」を押した後、ペイントソフト等を起動して貼り付けて保存する等の方法があります。  

 



支援拠点整備に関するアンケート（都道府県） 

【ご注意】 

■入力内容の保存が必要な方へ 

送信前に入力内容の保存が必要な方は、確認画面を、スクリーンショット等で保存する方法があります。 

■入力内容を修正したい方へ 

一度入力した内容を後から修正できないので、修正したい方はもう一度最初から入力して下さい。過去

分の回答はこちらで破棄します。 

  

＊ ＊ ＊ ＊  

  

平成 29 年 3 月 31 日付・雇児発 0331 第 49 号「市町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等につい

て」（以下「本通知」という。）の項目に基づきお聞きします。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000161700.pdf 

  

平成 30 年 2 月 1 日現在でお答えください。大きな質問が７つあります。質問によって記入の仕方が異な

っているのでご注意ください。 

  

※この調査は、日本大学危機管理学部鈴木秀洋研究室が厚生労働省より子ども・子育て支援推進調査

研究事業に関する補助金を受け、厚生労働省 子ども家庭局 家庭福祉課 虐待防止対策推進室と連携

して行うものです。 

※このアンケートは NPO 法人きずなメール・プロジェクトが運営しています。 

*は必須項目です 

 

*１、都道府県名  

 
 

*２ー（１）、貴自治体の人口（人数のみを半角数字でご回答ください）  

 
（例）東京都 13,742,906 人 → 「13742906」と回答。 

※平成 29 年 4 月 1 日現在でご回答ください。 

*２ー（２）、貴自治体の児童数（人数のみを半角数字でご回答ください）  

 
※18 歳未満人口 

※平成 29 年 4 月 1 日現在でご回答ください。 

 

*３、貴自治体において、改正児童福祉法に基づく「市町村子ども家庭総合支援拠点」（以下「支援拠点」

という。）の設置促進を担当する所管部署名をお答えください。  

 
 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000161700.pdf


４、貴自治体では、支援拠点の説明をどのように行っていますか。下記よりお選びください。（複数回答

可）  

(1)市町村への説明用のマニュアルを整備している。  

(2)説明会等を開催して市町村に説明している。  

(3)本通知を参考に、質疑があれば個別に説明している。  

(4)その他  

(5)特に説明を行っていない。  

上記回答に関して、それぞれ、具体的にその方法についてご回答ください。  

(1)市町村への説明用のマニュアルを整備している。  

 

(2)説明会等を開催して市町村に説明している。  

 

(3)本通知を参考に、質疑があれば個別に説明している。  

 

 

(4)その他（自由記載）  



 

(5)特に説明を行っていない。（自由記載）  

 

 

５、上記と関連しますが、貴自治体では、今後市町村（特別区含む）の支援拠点設置促進に向けてどのよ

うな支援・働き掛けを行っていく予定ですか。  

①財政面での支援（独自の補助金など）  

②人的支援（職員の派遣、職員の派遣受け入れ、職員の交流等）  

③人材育成支援（都道府県が行う児童福祉司任用前講習会の増加など含む）  

④法制度設計支援（要綱案の提示など）  

⑤その他  

上記回答に関して、それぞれ具体的にその方法についてご回答ください。  

①財政面での支援（独自の補助金など）  

 

②人的支援（職員の派遣、職員の派遣受け入れ、職員の交流等）  

 



③人材育成支援（都道府県が行う児童福祉司任用前講習会の増加など含む。）  

 

④法制度設計支援（要綱案の提示など）  

 

⑤その他  

 

 

６、貴自治体が市町村（特別区含む。）の支援拠点設置を働きかける上でどのような課題がありますか

（見つかりましたか）。  

①財政面での支援（独自の補助金など）が難しい。  

②人的支援（職員の派遣、職員の派遣受け入れ、職員の交流等）が難しい。  

③人材育成支援（都道府県が行う児童福祉司任用前講習会の増加など含む。）が難しい。  

④法制度設計支援（要綱案の提示など）が難しい。  

⑤その他  

上記回答に関して、それぞれ具体的にその課題についてご回答ください。  

①財政面での支援（独自の補助金など）が難しい。  



 

②人的支援（職員の派遣、職員の派遣受け入れ、職員の交流等）が難しい。  

 

③人材育成支援（都道府県が行う児童福祉司任用前講習会の増加など含む。）が難しい。  

 

④法制度設計支援（要綱案の提示など）が難しい。  

 

⑤その他  

 

 

７ 支援拠点設置促進に向けて有効だと考える手法がございましたらご回答ください。  



 

 

*回答部署  

 

*担当者氏名  

 

*メールアドレス  

 

*連絡先  

- -  

 

※なお、市区町村には以下のアンケートに回答していただいています。入力はできませんが、質問項目を

見ることができます。 

  

子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた支援手法に関する調査 アンケートフォーム 

https://business.form-mailer.jp/fms/06fbc90980483  

 

【お願い】 

現在国では、支援拠点設置を加速化するための具体的な説明資料作成や拠点設置に向けた助言がで

きる人材育成を目指しております。 

その資料作成にあたり、参考にすべき貴自治体の取組・説明資料等、または有効だと考える資料がござ

いましたらお知らせください。 

  

また、今後、直接自治体にお伺いさせていただき、ヒアリングを行う予定です。 

ヒアリングの際には、当日改めてお伺いさせていただく項目があるかと思います。ご協力の程お願い申し

上げます。写真撮影等もお願いできれば幸いです。 

 

【ご注意】 

■スクリーンショットの方法 

キーボードの「PrtSc」を押した後、ペイントソフト等を起動して貼り付けて保存する等の方法があります。  

 

https://business.form-mailer.jp/fms/06fbc90980483


＜参考 URL＞ 
 
（1）雇児発 0331 第 49 号 平成 29 年 3 月 31 日  
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長（公印省略） 
「市区町村子ども家庭支援拠点の設置運営等について」 
file:///C:/Users/User/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/IE/YUOV50QM/0
000161700.pdf 
 （2）平成 29 年 8 月 17 日 「自治体向け FAQ」 
file:///C:/Users/User/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/IE/1D0QM8L3/00
00174845.pdf 
 （3）雇児発 0331 第 47 号 平成 29 年 3 月 31 日 
   厚生労働省雇用均等・児童家庭局長（公印省略） 
   「市区町村子ども家庭支援指針」 
file:///C:/Users/User/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/IE/R5B1L3T0/000
0161704.pdf 
 （4）平成 29 年 8 月 2 日 「新しい社会的養育ビジョン」 
file:///C:/Users/User/AppData/Local/Microsoft/Windows/INetCache/IE/BKMN65HY/0
000173888.pdf 
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